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序　　　　　文

独立行政法人国際協力機構は、ニカラグア共和国と締結した討議議事録（R/D）に基づき、技

術協力プロジェクト「農村開発のためのコミュニティ強化計画プロジェクト」を、2009 年 3 月
から 2013 年 年 3 月までの予定で実施しています。

このたび、当機構は、協力期間中の活動実績等についてニカラグア共和国側と評価を行うとと

もに、今後の対応策等を協議するため、2012 年 10 月 22 日から 11 月 8 日まで、農村開発部次長（計

画・調整担当）岩谷寛を団長とする終了時評価調査団を現地に派遣しました。

本報告書は、同調査団によるニカラグア共和国政府関係者との協議及び評価調査結果等を取り

まとめたものであり、本プロジェクト並びに関連する国際協力の推進に活用されることを願うも

のです。

終わりに、本調査にご協力とご支援をいただいた内外の関係各位に対し、心から感謝の意を表

します。

平成 25 年 1 月

独立行政法人国際協力機構

農村開発部長　熊代　輝義



目　　　次

序　文

プロジェクトの位置図

写　真

略語集

終了時評価調査結果要約表

第１章　評価調査の概要 ……………………………………………………………………………… 1
１－１　調査団派遣の経緯と目的 ………………………………………………………………… 1
１－２　調査団の構成と調査期間 ………………………………………………………………… 2
１－３　対象プロジェクトの概要 ………………………………………………………………… 2

第２章　終了時評価の方法 …………………………………………………………………………… 4
２－１　評価方法 …………………………………………………………………………………… 4
２－２　データ収集方法 …………………………………………………………………………… 4
２－３　データ分析方法 …………………………………………………………………………… 4

第３章　プロジェクトの実績 ………………………………………………………………………… 6
３－１　投入実績、アウトプットの実績 ………………………………………………………… 6
３－１－１　日本側の投入実績 ………………………………………………………………… 6
３－１－２　ニカラグア側の投入実績 ………………………………………………………… 6
３－１－３　アウトプットの達成状況 ………………………………………………………… 7

３－２　プロジェクト目標の達成度 ……………………………………………………………… 11
３－３　実施プロセスにおける特記事項 ………………………………………………………… 13
３－４　効果発現に貢献した要因 ………………………………………………………………… 17
３－５　問題点及び問題を惹起した要因 ………………………………………………………… 17

第４章　評価結果……………………………………………………………………………………… 19
４－１　5 項目ごとの評価 ………………………………………………………………………… 19
４－１－１　妥当性 ……………………………………………………………………………… 19
４－１－２　有効性 ……………………………………………………………………………… 20
４－１－３　効率性 ……………………………………………………………………………… 21
４－１－４　インパクト ………………………………………………………………………… 22
４－１－５　持続性 ……………………………………………………………………………… 23

４－２　結論 ………………………………………………………………………………………… 26

第５章　提言と教訓…………………………………………………………………………………… 27
５－１　提言 ………………………………………………………………………………………… 27
５－２　教訓 ………………………………………………………………………………………… 28



第６章　団長所感……………………………………………………………………………………… 29

付属資料

１．調査日程 ………………………………………………………………………………………… 35
２．主要面談者 ……………………………………………………………………………………… 36
３．PDM（和文） …………………………………………………………………………………… 38
４．日本側投入実績 ………………………………………………………………………………… 41
５．ニカラグア側投入実績 ………………………………………………………………………… 43
６．研修実績 ………………………………………………………………………………………… 44
７．成果品リスト …………………………………………………………………………………… 49
８．ミニッツ ………………………………………………………………………………………… 50



プロジェクトの位置図

 



合同調整委員会合同評価報告書への署名

ティピタパ市長との面談マタガルパ市リミキシト
コミュニティ診断（地図）結果の発表

マタガルパ市オコタル
手工芸品生産事業に取り組む女性たち

ティピタパ市サン・ブラス
保健改善事業の発表

写　　　　　真



略　語　集

略語 西語／英語 日本語

CATIE
Centro Agronómico Tropical de Investigación 
y Enseñanza

コスタリカ熱帯農業研究教育センター

C/P Counterpart カウンターパート

DPC Diagnóstico Participativo Comunitario 参加型農村調査

ECADERT
Estrategia Centroamericana de Desarrollo 
Rural Territorial

中米テリトリアル農村開発戦略

EII Equipo Inter Institucional 機関間グループ

EPP Elaboración de Perfil de Proyecto 問題解決プロジェクトの形成

ETL Equipo de Trabajo Local 地方活動グループ

FAO
United Nations Food and Agriculture 
Organization

国際連合食糧農業機関

GPC Gabinete del Poder Ciudadano 市民権内閣

IDB Interamerican Development Bank 米州開発銀行

INAFOR Instituto Nacional Forestal 国家林業庁

INTA
Instituto Nicaragüense de Tecnología 
Agropecuaria

農牧技術庁

JCC Comité de Coordinación Conjunta 合同調整委員会

JICA
Agencia de Cooperación Internacional de 
Japón

国際協力機構

MAGFOR Ministerio Agropecuario y Forestal 農牧林業省

M/M meses/hombre 人 / 月

MMO Metodología de Motivación y Organización 自己啓発と組織作り手法

PCaC Programa de Campesino a Campesino 農民から農民への技術移転プログラム

PCM Project Cycle Management プロジェクト・サイクル・マネジメント

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリックス

PNDH Plan Nacional de Desarrollo Huamano 国家開発計画

PRORURAL Programa de Desarrollo Rural Productivo 生産性・農村開発プログラム

PO Plan of Operation 活動実施計画

R/D Registro de Discusiones 実施協議議事録

UNA Universidad Nacional Agraria 国立農科大学

UNAG Union Nacional de Agricultores y Ganaderos 全国農牧組合連合会

UNAN Universidad Nacional Autónoma de Nicaragua ニカラグア自治大学



i

１－１　協力の背景と概要

ニカラグア共和国（以下、「ニカラグア」と記す）は、1976 年から 1990 年まで続いた内戦

による国内経済の疲弊の影響もあり、現在はハイチに次ぐ中南米最貧国である。2004 年の家計

調査によれば、貧困人口（1 日 US$1.15 未満）は 46.2％、最貧困人口（1 日 US$0.61 未満）は

14.9％である。特に農村部で貧困層は 67.9％、最貧困層は 26.9％を占め、農村地域の活性化を

通じた貧困削減が急務となっている。ニカラグア政府は、農村生産性の向上をめざした「生産性・

農村開発プログラム（Programa de Desarrollo Rural Productivo：PRORURAL）」の中で「農村住

民の組織化と参加」を掲げ、行政及び住民の双方向の協力による効率的且つ持続的な開発をめ

ざしてきた。しかし、行政機関は人的及び予算的制約から限られた地域を対象に支援を行うと

ともに、農村コミュニティの開発ニーズを十分汲み上げることなく活動を行ってきたため、必

ずしも開発ニーズに合致した支援を提供できておらず、農村コミュニティに対して必要な支援

が行き渡っていなかった。また、農村コミュニティの能力強化を促進する支援手法を取ってい

なかったため、支援に対し農村コミュニティが受身となり、各種支援の効率的な実施、成果の

定着及び発展に繋がっていなかった。

国際協力機構（Agencia de Cooperación Internacional de Japón：JICA）は個別専門家「農民組

織化指導」（2001 年～ 2006 年）の派遣により、行政機関やコミュニティ等に対する自立意識の

醸成及び組織化に関する研修を実施し、ニカラグア政府が同研修を継続的かつ発展的に実施す

るためのファシリテーターの育成及び研修教材の作成を支援した。これを受け、自立意識に基

づく住民の参加や組織化の促進を通じた農村コミュニティの開発能力の強化を図るとともに、

農村コミュニティの開発ニーズに対応した支援システムを構築するため、行政及び農村コミュ

ニティが連帯した農村開発の実施体制の構築をめざすこととなったことから、ニカラグア政府

はわが国に対し協力を要請し、2009 年 3 月に本プロジェクトが開始された。

2011 年 9 月に実施した運営指導調査の結果、本プロジェクトでの活発な活動により、コミュ

ニティ自らが、多数の研修を実施し、農村調査を行い、コミュニティ集会を開き、パイロット

事業の形成と実施を行うようになり、コミュニティの農村開発のための能力向上に対して成果

を残してきていることが確認された。しかし、パイロット事業によっては、準備に時間がかか

るものや、住民のみの活動では実施できないものもあることも確認された。また、プロジェク

１．案件の概要

国名：ニカラグア共和国 案件名：農村開発のためのコミュニティ強化計画プロ

ジェクト

分野：農村開発 援助形態：技術協力プロジェクト

所轄部署：農村開発部畑作地帯第一課 協力金額（評価時点）：1.63 億円

協力期間 （R/D）： 2009 年 3 月～ 2012 年

3 月（3 年間）

（延長）：2013 年 3 月まで（1
年間延長）

（F/U）：

先方関係機関：農牧技術庁（Instituto Nicaragüense de 
Tecnología Agropecuaria：INTA）、全国農牧組合連合会

（Unión National de Agricultores y Ganaderos：UNAG）

日本側協力機関：なし

他の関連協力：なし

終了時評価調査結果要約表
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トで導入された仕組みや手法をプロジェクト終了後に中央・地域・コミュニティの各レベルの

関係者に定着させ、自立発展性を強固にするためには、活動を継続し、実施された事業のモニ

タリング結果を、プロジェクトで導入された仕組みや手法に反映させる必要があると判断され

た。この判断に基づき、コミュニティが実施する事業の中に農業関連分野の事業もあり、プロジェ

クト対象地域における農作期が 1 月～ 9 月であることを考慮した結果、プロジェクト期間の 1
年間の延長が決定された。

今般、延長期間を含めたプロジェクト期間の終了 6 カ月前となり、終了時評価調査団が派遣

され、ニカラグア側評価委員と共に合同評価委員会を形成し、終了時評価調査が行われた。

１－２　協力内容

本プロジェクトでは、実施機関（INTA 及び UNAG）が対象 3 市のモデルコミュニティ（合計

12 コミュニティ）において農村開発手法を導入し、自助努力と地域のアクターの連携を促進す

ることにより、農村開発事業の実施能力を強化することをめざしている。

（1）上位目標

対象地域において、コミュニティのニーズに基づき農村開発事業が実施される。

（2）プロジェクト目標

対象地域において、農村開発のアクターが連帯できる体制が構築される。

（3）成果

1.  中央レベル、地域レベル及びコミュニティレベルの関係者（機関間グループ（Equipo 
Inter Institucional：EII）、地方活動グループ（Equipo de Trabajo Local：ETL）及びコミュ

ニティ）が参加型農村開発の必要性を認識し、その手法を習得する。

2.  コミュニティの参加が促進されるとともに、行政機関等の支援能力が向上する。

（4）投入（評価時点）

日本側：総投入額 約 1.63 億円

長期専門家派遣 1 名  機材供与 約 0.06 億円

短期専門家派遣 3 名 （合計 26.1M/M） ローカルコスト負担 約 0.33 億円

研修員受入 13 名 （集団研修コース）

相手国側：

カウンターパート配置 14 名

土地・施設提供  INTA 本部及び UNAG マナグア事務所内にプロジェクト事務所

ローカルコスト負担 事務所光熱費・通信費、一部交通費

２．評価調査団の概要

調査者

総　　括： 岩谷　寛 国際協力機構農村開発部次長（計画・調整担当）

評価分析： 大橋　由紀 合同会社 適材適所

協力企画： 鈴木　俊康 国際協力機構農村開発部畑作地帯第一課

通　　訳： 櫻井　左千代 財団法人国際協力サービス

調査期間 2012 年 10 月 22 日～ 2012 年 11 月 8 日 評価種類：終了時評価
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３－１　実績の確認

（1） アウトプット 1：中央レベル、地域レベル及びコミュニティレベルの関係者（EII、ETL
及びコミュニティ）が参加型農村開発の必要性を認識し、その手法を習得する

本アウトプットはほぼ達成されている。「指標 1：参加型農村調査及びプロジェクト評価

の実施マニュアルが実用可能なものとなる」については、各手法のマニュアルが作成され

ており、一部見直し中のマニュアルもプロジェクト終了までに完成する予定である。「指標

2：ETL が各市に設立される」については、対象 3 市それぞれに ETL が設立された。「指標 3：
EII が自立意識の醸成と組織化を推進するセミナーを 3 回以上実施する」については、合計

12 回実施され、「指標 4：ETL が自立意識の醸成と組織化を推進するセミナーを 9 回以上実

施する」については、合計 36 回実施された。「指標 5：ETL のメンバーの 40％が自立意識

の醸成と組織化を促進するためのセミナーを運営（ファシリテート）できる」については、

72％がファシリテーターとして養成された。「指標 6：EII が自立意識の醸成と組織化を推

進するためのセミナーを実施する」については、指標 3 で示したとおりのセミナーが実施

されている。12 の対象コミュニティの中にはファシリテーターが養成されていないコミュ

ニティが 2 つあり、対象コミュニティの参加型農村開発の必要性の認識度、手法の習得度

が必ずしもすべてのケースで高いわけではないが、プロジェクト全体としては指標の達成

状況は良好であると言える。

（2）�アウトプット 2：モデルコミュニティの農村開発への参加が促進されるとともに、行政

機関等の支援能力が向上する

本アウトプットはほぼ達成されている。「指標 1：24 以上の問題が優先度の高いものとし

て選出される」については、合計 52 の問題が選出された。「指標 2：優先度の高い問題へ

の解決策を検討するための集会が 24 回以上（各コミュニティで 2 回以上）、関係機関とモ

デルコミュニティの間で開催される」については、少ないコミュニティで 2 回、多いとこ

ろでは 14 回実施された。「指標 3：パイロット事業のモニタリング・評価報告書が作られ

る」については、実施されている優先度の高い 25 の事業のうち、モニタリング報告書が 8
つ、評価報告書が 1 つ作成された。「指標 4：パイロット事業のモニタリング・評価の結果

を共有するためのコミュニティ集会が 24 回以上（各コミュニティ 2 回以上）開催される」

については、現時点では合計で 10 回実施されており、継続中の事業を考慮すると、プロジェ

クト終了までには 24 回以上のモニタリングが実施されることが予想されている。「指標 5：
モデルコミュニティ間のパイロット事業経験を分かちあうために 3 回以上（各市で 1 回以

上）、相互訪問・会話・セミナーを実施する」については各市 1 回ずつ、合計 3 回実施された。

「指標 6：農村開発手法及びプロセスの改善計画が作成される」については、プロジェク

トでは常に経験をとおして得た学びを手法の改善に反映させるように努めながら手法を作

り上げてきた。現在も自己啓発と組織作り手法（Metodología de Motivación y Organización：
MMO）のワークショップの教本と問題解決プロジェクトの形成（Elaboración de Perfil de 
Proyecto：EPP）のマニュアルを改訂中であるが、プロジェクト終了までに完成する予定で

ある。各対象コミュニティにおいて、優先度の高い事業の実施状況は様々であり、大変良

好なコミュニティもあれば、住民の参加が少なかったり事業の実施数が少ないコミュニティ

３．評価結果の概要
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も存在しているが、全体的には上述のように指標の達成度は高い。

（3）�プロジェクト目標：対象地域において、農村開発のアクターが連帯できる体制が構築さ

れる

本プロジェクト目標の達成度は高いと言える。「指標 1：農村開発に関係する地方組織や

コミュニティの代表者の 60％以上が ETL に参加している」については、指標が必ずしも適

切ではないことが指摘されていたが、各コミュニティの住民にコミュニティの代表と考え

る組織や代表者の名前を列挙してもらい、その中で ETL に参加している割合を求めたとこ

ろ、多くのコミュニティで 60％以上のコミュニティ代表者が ETL の活動に参加している結

果であった。「指標 2：モデルコミュニティの 100 以上のメンバーがコミュニティ集会の意

思決定に参加している」についても、指標が適切ではないことが指摘されていた。プロジェ

クトでは全世帯数の 50％が集まればコミュニティが十分に決定過程に参加したと判断して

おり、プロジェクト期間中に全対象コミュニティで実施された 2 回の住民集会の平均参加

率は 62％であった。「指標 3：モデルコミュニティにより提案された優先度の高い解決策の

20％以上が、モデルコミュニティと関係組織により実施される」については、52 の事業が

提案され 25 事業が実施中であり、48％の実施となっている。

３－２　評価結果の要約

（1）妥当性

本プロジェクトの妥当性は高いと言える。ニカラグア政府の国家開発計画や農業セクター

プログラム、実施機関の目的との整合性が高く、日本の対ニカラグア援助戦略とも整合し

ている。また、開発課題に貢献する手段として本プロジェクトの手法は適切であると関係

者に高く評価されている。対象コミュニティは効率的な活動実施を考慮した適切な条件で

選択されたと考えられる。コミュニティの社会的背景によっては十分な効果が発現してい

ないコミュニティがあったり、投入量と比較して数が多かったという指摘があるものの、

様々な社会状況のコミュニティで手法を試用することで、手法の汎用性や限界を実証する

ことができたことは有意義であったと言える。本プロジェクトと同様に JICA ニカラグアの

農村地域貧困削減支援プログラムに含まれる 2 件の技術協力プロジェクトと連携した活動

が行われた。

（2）有効性

本プロジェクトの有効性は高いと言える。プロジェクト目標の指標の達成度は高く、プ

ロジェクト目標の達成が見込まれる。参加・結束・能力の向上のレベルは地域やモデルコ

ミュニティにより異なっており、住民や各アクターのコミュニティ開発への関心度やコミュ

ニティ内のコンフリクトの状況が影響していることが指摘されているが、概して高いレベ

ルでの向上が確認されており、多くの関係者に高く評価されている。また、モデルコミュ

ニティとそれ以外のコミュニティの開発に取り組む姿勢や能力に関する違いは明らかであ

ることが指摘されており、本プロジェクトをとおして関係者の参加型農村開発の必要性へ

の認識が高まり、手法が習得され、住民の参加が向上したことで、関係機関の支援が届く

ようになったことが、プロジェクト目標である農村開発を推進する能力の強化に直接つな
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がっていると言える。

（3）効率性

本プロジェクトでは、限られたインプットを活用し様々なアクターと連携することで活

動を促進し、その結果としてアウトプットを発現させていることから、高い効率性が認め

られる。アウトプット 1 及び 2 の指標の達成状況は良好であり、プロジェクト全体として

の達成度は高いと言える。モデルコミュニティの中には達成状況が十分ではないケースも

あるが、プロジェクト活動の範疇外の要因が指摘されており、今後の活動を検討する際の

教訓が得られている。投入については、長期専門家は 1 名のみの配置であり、限られた投

入の中で 12 ものモデルコミュニティで活動を展開しており、投入が効率的に活動に活用さ

れ、アウトプットの産出に結びついていると言える。一方、カウンターパートは適切な人

材が配置されているものの、それぞれの通常業務を抱えているため、プロジェクトの活動

に従事できる時間は限られたものであった。そうした状況で、研修など活動やプロジェク

ト実施に必要なロジスティックスや調整等は日本側の投入で雇用している現地スタッフが

支えていた。

（4）インパクト

本プロジェクトは上位目標の一部はすでに達成されており、今後更に達成度が伸びてい

くことが期待できる。上位目標である「対象地域において、コミュニティのニーズに基づ

き農村開発事業が実施される」には、「2017 年までにモデルコミュニティにおいて、農村

開発事業が実施される」という指標が設定されているが、プロジェクト目標の達成状況で

述べたとおり、優先度が高い事業では 25 件、更に農業関連の案件 4 件を足すと、29 件の

事業が実施されている。本評価調査で実施した各コミュニティでのインタビューでは、多

くのコミュニティのリーダーがプロジェクトの手法を習得し、自立や相乗効果を主とする

本プロジェクトで導入した手法を継続して実行に移していくことを表明していることから、

上位目標の達成見込みは高いと言える。更に、対象地域では既に実施された事業の効果と

して様々な正のインパクトが確認されているほか、MMO が住民に与えたインパクトは大

きく、コミュニティ内の信頼関係などにおけるポジティブな変化が住民リーダーたちのイ

ンタビューから確認された。負のインパクトは確認されなかった。

（5）持続性

対象地域内での発展については、各モデルコミュニティで継続の意思が確認され、必要

なコストも自助努力により解決していく方法を習得していることから、活動が継続してい

く可能性は高いと言える。「政策制度面」では、各関係機関は本プロジェクトの成果を高く

評価しており、今後も手法を活用していく意思が確認された。「組織・財政面」では、コミュ

ニティによっては既に高い組織の成熟度や能力が発現しているケースもあるが、住民のモ

チベーションの維持や、手法の習得度（特に EPP）などの面で引き続き支援が必要である

という意見も多々あり、各コミュニティに対して必要なフォローアップを特定し、継続し

ていくことが望まれる。INTA の地方事務所の職員による支援の継続性については、ほとん

どのモデルコミュニティは INTA の普及員による活動対象コミュニティの中から選出され
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ていることから、今後も技術普及の通常業務の一環として継続的にモデルコミュニティを

訪問し、本プロジェクトのフォローアップに取り組むことが可能である。対象地域でのフォ

ローアップ活動のための経費については、研修費用やコミュニティ訪問に必要な費用が生

じることが考えられるため、今後のフォローアップにはどのような予算や人材がどの程度

必要となるかについて検討し、必要な投入を確保する必要がある。「技術面」では、モデル

コミュニティではリーダーたちが各手法を習得し、独自に研修を展開している現状が確認

されており、技術面の持続性は高いと言える。しかし、その習得度はコミュニティや個人

によって差があるため、必要な支援を特定し、フォローアップを行っていく必要がある。

「ジェンダー、文化・社会、環境面」では、ジェンダーに配慮した活動が展開されており、

参加型の分析結果に基づきコミュニティのニーズに沿った活動展開が基本となっているこ

とから、コミュニティの文化・社会・環境面のニーズに反して自立発展性を阻害するよう

な状況が生じることは考えにくい。

一方、他地域での手法の活用については、各アクターが熱意をもって手法を他地域に広

げていくことを検討しているものの、実現のためにはより具体的な計画と資金的な裏付け

が必要とされる。

３－３　効果発現に貢献した要因

（1）計画内容に関すること

・ 従来の参加型農村開発手法（参加型農村調査（Diagnóstico Participativo Comunitario：
DPC）及び EPP）を実施する前に、住民のモチベーションを高めるための MMO を導入

したことが、その効果が高く、多くのモデルコミュニティで積極的な活動が展開され、

アウトプットの発現に大きく貢献した。

（2）実施プロセスに関すること

・ 各モデルコミュニティでの問題分析の結果として選出され形成された事業には社会分野

の事業が多く、外部の資金援助が必要なケースも多いが、当初より ETL への参加を呼び

かけ、手法の研修やその他の活動をとおして市役所との連携が促進されたことにより、

いくつかの事業は市役所の資金的な支援を受けて実施することが可能になった。

・ マタガルパ市では地理的に距離が近く関係が良好な 3 つのコミュニティがモデルコミュ

ニティとして選ばれている。それにより、3 コミュニティのリーダーが協力して、コミュ

ニティ内や近隣の他コミュニティに対して研修を実施するなど、想定以上の活動を展開

している。

３－４　問題点及び問題を惹起した要因

（1）計画内容に関すること

・ モデルコミュニティの中には、住民の多くが農業従事者ではなく近隣の工場労働者であ

るコミュニティが含まれていた。そのようなケースでは、住民は仕事の都合でコミュニ

ティの活動に対して積極的ではなく、本プロジェクトの手法の効果が十分に発現されな

かったが、手法の汎用性に関して教訓を得ることができた。
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（2）実施プロセスに関すること

・ プロジェクト開始後間もない 2009 年半ばから 2010 年初め頃までの間に INTA では人員

削減が行われ、カウンターパートに変更が生じたり職員の意欲が低下するなどによりプ

ロジェクト活動に遅れが生じた。

・ プロジェクト期間中をとおして、活動にかかわっている INTA や UNAG の人材の異動が

生じることがあり、円滑な活動実施に影響を及ぼした。

・ モデルコミュニティの中にはコミュニティ内の政治的な対立や人間関係などのコンフ

リクトが大きく影響しているケースがあり、そのような場合では本プロジェクトの手法

の効果が十分に発現されなかった。また、市民権内閣（Gabinete del Poder Ciudadano：
GPC）のリーダーなどコミュニティ開発のキーとなる人物が十分に本プロジェクトに参

加していない場合なども、円滑な活動実施にマイナスの影響を与えた。

３－５　結論

以上のように、全体として本プロジェクトの目標は達成されたと判断され、本プロジェクト

が導入した手法は農村開発におけるモチベーションや参加型農村開発の必要性への認識を高め

各アクターの連携を促進する手法として有効性が高いことが確認された。残りのプロジェクト

期間にはマニュアルの改訂やコミュニティ事業のモニタリング・評価など残された活動がある

が、それらは達成が見込まれている。妥当性、有効性、効率性、インパクトはそれぞれおおむ

ね高いレベルにあると考えられ、自立発展性については対象地域内では活動が継続していくこ

とが見込まれている。よって、日本の協力は現在設定されている協力期間をもって終了するこ

とが妥当である。今後、対象地域での継続的発展を確実なものとし、多くのアクターが望む手

法の他地域への拡大を組織的に具体化していくためには、以下の提言を考慮に入れつつ、関係

機関での連携を保持しながら自助努力を更に深めていくことが期待される。

３－６　提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言）

【プロジェクト終了までに行うべきこと】

（1）セミナーの開催

プロジェクト終了までにプロジェクトの成果を関係機関で共有し、プロジェクト終了後

の活動の継続実施を促進するために、以下のようなセミナーを開催すること。

➢　 INTA 及び UNAG のプロジェクト対象地域内外の関係者以外に対し、プロジェク

トの活動、成果等を共有する。また、プロジェクトの手法に関する研修も行う。

➢　 農牧林業省（Ministerio Agropecuario y Forestal：MAGFOR）等の国内機関及び米

州開発銀行（Interamerican Development Bank：IDB）、国際連合食糧農業機関（United 
Nations Food and Agriculture Organization：FAO）等の国際機関に対してプロジェ

クトの活動、成果等を共有する。

➢　対象 3 市の INTA 地域事務所では、それぞれの生産者部会等で紹介すること。

➢　対象 3 市の市役所では、新市議会などで紹介すること。

（2）2013 年度予算計画の策定

プロジェクト終了後は、コミュニティリーダーの再研修やコミュニティ間の交換会など
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の実施経費、新たなコミュニティで本プロジェクトで導入された活動を実施する際に必要

となる研修やワークショップの実施経費を INTAは予算を要求する必要がある。したがって、

INTA は、プロジェクトチームの支援の下で、2013 年度の活動計画を策定し、必要経費を

算出し 2013 年度の予算要求に盛り込むこと。

（3）補助教材の整備

関係機関の内部研修、プロモーター育成研修等におけるファシリテーター用の補助教

材として、本プロジェクトで形成した手法モデルの意義、内容、各手法（MMO、DPC、
EPP）、実施事例に関する視聴覚教材や印刷教材をプロジェクト終了までに作成する。

【INTA への提言】

（1）本プロジェクトの手法（Alianza Comunitaria）の明文化

本プロジェクトをとおして導入された手法は、農業生産者の動機づけ、問題分析能力、

生産活動の計画・実施能力を高める手法であることが実証され、INTA は、農業普及を実施

していくうえで本プロジェクトの手法が極めて有効であることを確認した。これを踏まえ、

INTA に対し以下を提言する。

・ 農村プロモーション実施戦略の中に、本プロジェクトの手法の意義・内容及び今後の農

業技術普及の重要な手法の 1 つとすることを明記すること。

・ INTA は、プロモーターの研修カリキュラムの中に、現在導入済みの MMO のみではなく、

DPC 及び EPP についても取り入れること。

（2）技術者及びプロモーターへの研修

INTA は内部の技術者の研修及びプロモーターの研修において、本プロジェクトの手法の

意義、内容、具体的手法、実施済みの事例を習得させること。

【UNAG への提言】

（1）普及事業での本プロジェクトの成果の活用

UNAG は、農業生産技術の普及及び農村生活の改善に有効である本プロジェクトの手法

を、PCaC 等の主要な普及事業の実施に活用していくこと。また、対象地域外の農民から農

民への技術移転プログラム（Programa de Campesino a Campesino：PCaC）の活動でも本プ

ロジェクトの手法が導入されるよう、他県のメンバーを巻き込む具体的な方策を検討する

べきである。また、その際に必要な研修は INTA と共同で行うことが望ましい。

【双方への提言】

（1）INTA、UNAG 間の連携促進

本プロジェクトの手法の今後の継続的な活用・実施にあたり、INTA と UNAG は連携を

よりいっそう促進すること。

（2）市役所等との連携促進

今後、本プロジェクトの手法を継続的に活用・実施していくうえで、コミュニティが所
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属する市役所等との連携をよりいっそう促進すること。

（3）本プロジェクトの手法の意義・内容の国家戦略への反映

INTA と UNAG は、現在検討されている国家普及戦略の主要な関係団体であり、持続的

な活動を担保していくため、同戦略において本プロジェクトの手法の意義・内容が反映さ

れるよう努めることが望ましい。

３－７　 教訓（当該プロジェクトから導き出されたほかの類似プロジェクトの発掘・形成、実施、

運営管理に参考となる事柄）

（1）EII、ETL を通じた多くのアクターの参加

本プロジェクトにおいて、EII 及び ETL に INTA、UNAG 以外にも市役所等の機関が入っ

ていたことにより、コミュニティで立案された社会開発事業の実施を円滑に行うことがで

きた。特定の分野だけではなく、インフラ、教育、保健等様々な事業を参加型開発の手法

を用いて実施する際、特定分野のアクターだけでなく、市役所や民間企業等の参加もする

ことが重要である。

（2）自立意識醸成の手法の導入

本プロジェクトにおいては、従来の参加型開発の手法を取りまとめたもの（DPC、EPP）
の前段階にコミュニティの自立意識を醸成し、モチベーションを高める活動（MMO）が

盛り込まれたことが、他の参加型開発に関するプロジェクトとの大きな違いであり、この

MMO が果たした役割は非常に大きいと言える。したがって、参加型開発を中心に据えた

プロジェクトを実施する際、MMO のような自立意識を醸成させるプロセスを盛り込むこ

とが重要である。
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1-1  Background of the Project
The Republic of Nicaragua (hereinafter referred to as Nicaragua) is the second poorest country in Latin 
America (after Haiti) partly due to a battered domestic economy in the wake of civil war from 1976 to 1990. 
According to the household expenditure survey in 2004, the poor population (living on less than US$1.15 
per day) accounts for 46.2％, and the poorest population (living on less than US$0.61 per day) accounts 
for 14.9％. Especially, the poor population accounts for 67.9％ and the poorest population 26.9％ in the 
rural area, where poverty reduction by activating farming villages has become imperative. The Nicaraguan 
government proclaims “Institutionalization and the participation of farmers” in its “Productive Rural 
Development Sector Program (PRORURAL),” aimed at improving the productivity of farming villages. The 
government aims at efficient and sustainable development through cooperation between the government and 
residents. However, governmental organizations can only support limited areas due to personnel and budget 
restrictions, and have conducted activities without sufficiently reflecting the developmental needs of rural 
communities. As a result, their support did not necessarily meet developmental needs, and the government 
failed to sufficiently provide the necessary support for rural communities. As the government did not adopt 
supportive methods of promoting the enhanced capacity of rural communities, the rural communities just 
passively accepted the aid. Support could not be effectively provided under such circumstances, where 
stabilization or further development of the outcome was not achieved.
The Japan International Cooperation Agency (hereinafter referred to as JICA) dispatched experts for 
“instructing rural institutionalization” (2001-2006), implemented training for governmental organizations 
and communities to nurture a sense of self-support and institutionalization, and supported the Nicaraguan 
government in fostering facilitators and preparing training materials, thereby enabling the government to 
implement training on a continuous and developmental basis. In response to JICA’s support, the government 
and rural communities decided to collaboratively establish an implementation system for rural development, 
in order to enhance the developmental capacity of rural communities through the participation of residents 
based on their sense of self-support, as well as the promotion of institutionalization and the establishment 
of a support system that responds to the developmental needs of rural communities. Consequently, the 
Nicaraguan government requested Japan’s cooperation, and the project began in March 2009.
As a result of the operation instruction survey conducted in September 2011, the Project was confirmed 
as having played a successful role in improving the capacity of rural development in the community, as 
based on the following facts： communities conducted many training sessions and rural surveys, held 
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community meetings, and formed/implemented pilot projects thanks to the energetic activities of the Project. 
However, it was also confirmed that some pilot projects needed time for preparation, and that residents alone 
could not conduct other projects. The frameworks and methods introduced through the Project should be 
stably established among those concerned at the central, local, and community levels when the Project is 
completed, in order to enhance sustainable development. For that purpose, we decided that the activity 
should be continued, and that the results of monitoring the implemented operations should be reflected 
in the frameworks and methods introduced through the Project. Based on our decision, the Project period 
has been extended by one year in consideration of certain operations conducted by communities that are 
engaged in agriculture-related fields, and because the farming season extends from January to September in 
the target areas of the Project.
The Terminal Evaluation Survey Group was dispatched six months before the end of the Project period 
(including the extension period), and formed a joint evaluation committee with its Nicaraguan counterpart 
to conduct a Terminal Evaluation Survey.

1-2  Project Overview
In the Project, the implementing organizations (INTA and UNAG) are to introduce rural development 
methods in model communities (a total of 12 communities) in the three target cities, and promote self-help 
and the collaboration of local actors, in order to enhance the implementation capacity of rural development 
operation.
(1) Overall Goal
 Rural development operation is implemented in the target areas based on the needs of communities.
(2) Project Purpose
 The framework is established in the target areas so as to unite the actors of rural development.
(3) Outputs
 1)  Those concerned at the central, local, and community levels 〔i.e., groups among organizations 

(EII), groups for local activities (ETL), communities〕 recognize the necessity of participatory 
rural development, and master the method for such development.

 2)  The participation of communities is promoted and the support capacity of governmental 
organizations improved.

(4) Inputs
 Japanese side： Total amount of input： approx. 163 million JPY
 Dispatch of Experts：(long) 1 person, Provision of equipment： 6 million JPY,
 Dispatch of Experts：(short) 3 persons (total 26.1 M/M), Local cost expenditure： 33 million JPY,
 Training in Japan： 13 persons (group training course)
 Nicaragua side：
 Counterpart personnel： 14 persons
  Provision of land and facilities： Project offices at INTA headquarters and the UNAG Managua office
  Local cost expenditure： Expenses for utilities/communications in the offices, part of transportation 

fees
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3-1  Achievement
(1)  Output 1： Those concerned at the central, local, and community levels (i.e., EII, ETL, communities) 

recognize the necessity of participatory rural development, and master the method for such development.
This output has basically been achieved. Regarding “Indicator 1： The implementation manual for a 
participatory rural survey and project evaluation becomes practicable,” manuals for individual methods 
have been prepared, and some manuals under review are to be completed by the end of the Project. Regarding 
“Indicator 2： ETLs (groups for local activities) are established in individual cities,” ETLs have been 
established in the three target cities. Regarding “Indicator 3： EIIs (groups among organizations) conduct a 
seminar to foster a sense of self-support and promote institutionalization at least three times,” seminars were 
conducted a total of 12 times.  Regarding “Indicator 4： ETLs conduct a seminar to foster a sense of self-
support and promote institutionalization at least nine times,” seminars were conducted a total of 36 times. 
Regarding “Indicator 5： At least 40％ of ETL members can facilitate a seminar to foster a sense of self-
support and promote institutionalization,” 72％ of ETL members were trained to be facilitators. Regarding 
“Indicator 6： EII conducts a seminar to foster a sense of self-support and promote institutionalization,” 
the seminar indicated in Indicator 3 was conducted. Among the 12 target communities, two have no trained 
facilitators.  The levels of recognizing the need for participatory rural development and the proficiency of 
related methods may not be high in all target communities. In the Project as a whole, however, all indicators 
have favorably been achieved.

(2)  Output 2： The participation of model communities in the rural development is promoted and the support 
capacity of governmental organizations improved.

This output has basically been achieved. Regarding “Indicator 1： At least 24 problems are selected as 
highly prioritized issues,” a total of 52 problems were selected. Regarding “Indicator 2： Meetings 
to discuss solutions to problems with high priority are held at least 24 times (at least twice in individual 
communities) jointly by the relevant organizations and model communities,” some communities 
held meetings at least twice, and others held meetings as many as 14 times. Regarding “Indicator 3
： Monitoring/evaluation report on the pilot operation is prepared,” eight monitoring reports and one 
evaluation report were prepared for 25 ongoing operations with high priority. Regarding “Indicator 4： 
Community meetings to share the result of monitoring/evaluating pilot operation are held at least 24 times 
(at least twice in individual communities),” community meetings were held a total of ten times at this 
time. In consideration of the ongoing operations, we expect that at least 24 sessions of monitoring will be 

II  Evaluation Team

Members of 
Evaluation 
Team

(Field in charge/name/position)
1)  Team Leader： Mr. Hiroshi Iwatani, Deputy Director General (Planning and 

Coordination), Rural Development Department, JICA
2)  Evaluation Analysis： Ms. Yuki Ohashi, Tekizaitekisho LLC
3)  Cooperation Planning： Toshiyasu Suzuki, Field Crop Based Farming Area Division 1, 

Rural Development Department, JICA
4)  Interpreter： Sachiyo Sakurai, Japan International Cooperation Center
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From Oct 22, 2012 to Nov. 11, 2012 Type of Evaluation： Terminal Evaluation

III  Results of Evaluation



xiii

implemented by the end of the Project. Regarding “Indicator 5： In order to share the experience of pilot 
operations among model communities, mutual visits/conversations/seminars are held at least three times (at 
least once in individual cities),” such events were held a total of three times, once by each city. Regarding 
“Indicator 6： Improvement plan for rural development method and preparation of the process,” methods 
were established by trying hard to reflect what is learned through experience in improving the method in the 
project. As of now, the textbook for MMO workshops and the EPP manual are now being revised and will be 
completed by the end of the Project. In individual target communities, the state of implementing operations 
with high priority varies. Some communities enjoy very favorable achievement, while others have few 
residents participating or have implemented few operations. However, a high ratio of the indicators has been 
generally achieved.

(3)  Project Purpose： The framework is established in the target area so as to unite the actors of rural 
development.

We can safely say that the Project has been successfully achieved. Regarding “Indicator 1： At least 60
％ of representatives of local organizations involved in rural development and communities participate in 
ETL,” it has been pointed out that the indicator may not necessarily be appropriate. We asked the residents 
of individual communities to list the names of representatives of their communities and representing 
organizations, in order to determine the ratio of representatives participating in ETL. The result shows 
that at least 60％ of community representatives from most communities participate in ETL activities. 
Regarding “Indicator 2： At least 100 members of model communities participate in decision making at 
the community meeting,” it has also been pointed out that the indicator is not appropriate. In the project, 
the participation of 50％ of all households is considered satisfactory participation of the community in 
the decision-making process. The average participation rate of two residents meetings held by the target 
communities during the project period was 62％. Regarding “Indicator 3： At least 20％ of solutions 
with high priority that were proposed by model communities are implemented by the model communities 
and relevant organizations,” 52 operations were proposed and 25 operations are currently underway, 
accounting for 48％ of the implementation rate.

3-2  Summary of Evaluation Results
(1)  Relevance：

The Project is highly relevant. The project is highly consistent with the national development plan prepared 
by the Nicaraguan government, agriculture sector programs, and the purpose of implementing organizations. 
It is also consistent with Japan’s support strategy for Nicaragua. Those concerned have highly evaluated 
the method of the Project as a means of contributing to developmental tasks. It is considered that the target 
communities have been selected under appropriate conditions in consideration of the efficient implementation 
of activities.  Some communities did not demonstrate sufficient effect due to their social background. It is 
also noted that the number of communities was larger relative to the amount of input. However, using the 
method in communities with various social situations to verify its versatility and limits was considered 
significant. Collaborative activities were conducted between the Project and two other technical cooperation 
projects included in the JICA Nicaraguan rural poverty reduction support program.

(2)  Effectiveness：
The Project is highly effective. The indicators of the Project Purpose were highly achieved, thus raising 
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expectations for achieving the Project Purpose. The level of improvement in participation/solidarity/
capacity differs among areas and model communities. Moreover, the interest of residents and individual 
actors in community development, and the state of conflict in the community are pointed out as affecting 
the level of effectiveness. However, improvement at a high level was generally confirmed, and highly 
appreciated by the many persons involved. An apparent difference in the attitude and capacity to work on 
community development between the model communities and other communities is also pointed out. It can 
be safely said that through the Project, those involved became more aware of the need for participatory rural 
development, and methods were mastered and the participation of residents was improved, thereby enabling 
the support from relevant organizations to reach the residents. All these efforts directly result in an enhanced 
capacity to promote rural development—the Project Purpose.

(3)  Efficiency：
High efficiency was recognized in the Project since it utilizes limited input to collaborate with various 
actors, promote activities, and achieve outputs as a result. The indicators of Outputs 1 and 2 have been 
highly achieved, as well as the Project as a whole. Some model communities have not sufficiently achieved 
the outputs, where factors other than project activities are pointed out. Lessons learned from these factors 
are useful when considering future activities. Regarding input, only one long-term expert was dispatched. 
With such limited input, the Project developed activities in as many as 12 model communities. This suggests 
that the input was effectively utilized for activities, resulting in the generation of output. On the other hand, 
although appropriate counterparts are dispatched, they also engaged in their regular work and spent only 
a limited time on the Project activities. Under such circumstances, local staff employed by the input from 
Japanese side supported logistics and coordination for training and other activities necessary for the Project.

(4)  Impact：
In the Project, part of the Overall Goal has already been achieved. The degree of achievement is expected 
to grow further. For the Overall Goal, the Indicator, “Rural development operation is implemented in 
the target areas based on the needs of communities,” the Indicator, “Rural development operation is 
implemented by 2017,” is selected. As stated in the achievement of the Project Purpose, a total of 29 
operations, 25 operations with high priority, and four operations related to agriculture, were implemented. 
The interviews conducted by this evaluation survey revealed that many community leaders mastered the 
method of the Project and expressed their determination to continuously implement the method introduced 
by the Project, such as through self-support and synergy. Judging from this, it is highly likely that the 
Overall Goal will be achieved. Furthermore, various positive impacts of already implemented operations 
have been confirmed in the target areas. MMO had a huge impact on residents, and positive changes in the 
relations of trust in the community were confirmed in interviews with resident leaders. No negative impact 
has been confirmed.

(5)  Sustainability
Regarding development in the target areas, the determination to continue the activities has been confirmed 
in the respective model communities. These communities have also mastered the method of procuring 
necessary cost through self-help. Judging from this, the activities are highly likely to be continued. Regarding 
“policy/framework,” the relevant organizations highly evaluate the outcomes of the Project, and their 
determination to continuously utilize the method has been confirmed. Regarding “organization/finance,” 
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some cases already demonstrated high maturity and capacity as an organization. However, many insist that 
continuous support is necessary to maintain the motivation of residents and the proficiency of methods 
(especially EPP). Follow-up necessary for individual communities should be identified and continued. 
Regarding the continuous support given by the staff of the INTA local office, most model communities 
were selected from among communities subject to the activities of INTA facilitators. Thus, it is possible to 
continuously visit model communities as part of their regular work to disseminate techniques for follow-up 
of the Project. As for the expenses for follow-up activity in the target areas, costs for training and community 
visits may be required. It is necessary to discuss the budget and human resources required for future follow-
up, and secure necessary input. Regarding “technologies,” it is confirmed that the leaders in the model 
communities have mastered each method, and developed training on their own. Technological continuity is 
considered high. However, the proficiency varies among communities and individuals. Therefore, necessary 
support must be identified and follow-up conducted. Regarding “gender/culture/society/environment,” 
gender-conscious activities have been developed. The activities are consistent with community needs based 
on the participatory analysis results. A situation where sustainability conflicts with the cultural/social/
environmental needs of the community is thus unlikely to occur.
With regard to utilization of the method in other areas, some actors ambitiously consider expanding the 
method to other areas. More specific plans and financial support are necessary in order to realize this goal.

3-3  Factors that promoted the realization of effects
(1)  Planning

-  Before implementing conventional participatory rural development methods (DPC and EPP), a method 
of personal development to boost the motivation of residents and a method of forming an organization 
to strengthen solidarity (MMO) were introduced. These methods were highly effective, and promoted 
energetic activities in many communities, hugely contributing to achievement of the outputs.

(2) Implementation Process
-  Many model communities analyzed problems and selected operations in the social field, many of which 

required external financial aid. Participation in ETL was encouraged from the beginning, and collaboration 
with municipal offices was promoted through training on methods and other activities, which enabled 
some operations to be conducted with financial aid from municipal offices.

-  In Matagalpa city, three communities located in close geographic proximity and having favorable 
relationships were selected as model communities. Thanks to such a selection, the leaders of the three 
communities cooperate with each other to implement training in the communities and neighboring 
communities, thereby making the activities more effective than expected.

3-4  Factors that impeded the realization of effects
(1)  Planning

-  Some model communities consisted mostly of workers for nearby factories instead of farmers as residents. 
In such communities, residents were not willing to participate in community activities due to their work 
schedule, where the method of the Project was not effectively performed. Lessons on the versatility of the 
method were learned from such cases.
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(2)  Implementation Process
-  In the period from mid-2009 to early 2010 when the project had just begun, INTA downsized the workforce, 

causing changes in the counterparts and diminishing the willingness of the staff, and thereby delaying the 
Project activities.

-  During the Project period, some INTA and UNAG personnel involving in the activities were reshuffled, 
which affected smooth implementation of the activities.

-  Some model communities were seriously affected by political confrontation or conflict in human relations 
in the community, where the methods of the Project were not effectively achieved. Smooth implementation 
of the activities was negatively affected when key persons for community development, such as the leaders 
of the civil rights cabinet (GPC), did not sufficiently participate in the Project.

3-5  Conclusion
As stated above, the Project Purpose as a whole was considered achieved. It was also confirmed that the 
method introduced by the Project improved the motivation for rural development, raised awareness of the 
need for participatory rural development, and was highly effective as a method of promoting collaboration 
among the actors. Other activities such as the revision of manuals and monitoring/evaluating community 
operations should be conducted in the remaining project period, and are expected to be achieved. Relevance, 
effectiveness, efficiency, and impact are generally considered at a high level. Regarding sustainability, 
continuous activities are expected in the target areas. Judging from all these, it is appropriate that Japan’s 
cooperation be terminated by the end of the predetermined aid period. In order to ensure continuous 
development in the target areas and institutionally expand the methods desired by many actors into other 
areas, the following recommendations should be kept in mind, with self-support being further deepened, 
while maintaining collaboration among the relevant organizations.

3-6 Recommendations
(1)  Holding seminars

The following seminars should be held by the end of the Project in order for the relevant organizations 
to share the Project outcomes, with continuous implementation of the activities being promoted after the 
Project ends.
●  The Project activities and outcomes should also be shared by INTA and UNAG personnel in and around 

the Project target areas other than those involved in the Project. Training on the Project method should 
also be conducted.

●  The Project activities and outcomes should also be shared by MAGFOR and other domestic organizations, 
as well as by such international organizations as the Inter-American Development Bank (IDB) and the 
Food and Agriculture Organization (FAO).

● INTA local offices in the three target cities should be introduced to the respective groups of producers.
●  The municipal offices in the three target cities should introduce the Project method, etc. at new municipal 

assemblies, etc.

(2)  Formulating FY2013 budget planning
When the Project is completed, INTA should request the budget for expenses to implement the retraining of 
community leaders and hold exchange meetings among communities, as well as the training and workshops 
that are required to implement activities introduced by the Project in new communities. Accordingly, INTA 
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should formulate the 2013 Activity Plan under the support of the Project Team, calculate necessary expenses, 
and then include the expenses in the 2013 budgetary request.

(3)  Preparation of supplementary teaching materials
The significance, content of the model method formulated by the Project, individual methods (MMO, DPC, 
and EPP), and visual/printed materials regarding implemented cases should be prepared by the end of the 
Project as supplementary teaching materials for facilitators to use in internal training held by the relevant 
organizations, as well as in training to foster promoters.

[Recommendations to INTA]
(1)  Documentation of the method (Alianza Comunitaria) of the Project

The methods introduced through the Project were verified as being able to motivate agricultural producers 
and enhance their capacity to analyze problems and plan/implement production activities. INTA confirmed 
that the method of the Project is quite effective in developing agriculture. Based on this finding, the following 
suggestions are given to INTA.
●  In the strategy to implement rural promotion, the following should be clarified： significance/content of 

the method of the Project； that the method should be considered an important method of disseminating 
agricultural technology in the future.

●  INTA should adopt not only the currently introduced MMO but also DPC and EPP in the training 
curriculum for promoters.

(2)  Training for engineers and promoters
INTA should have mastered the significance/content of the method of the Project, practical methods, and 
previously implemented cases in the training for internal engineers and that for promoters.

[Recommendations to UNAG]
(1)  Utilizing the outcome of the Project in dissemination operations

UNAG should utilize the method of the Project, which is effective for disseminating agriculture production 
technologies and improving rural life, when implementing such major dissemination operations as PCaC. 
UNAG should also consider specific measures to involve members from other provinces so that the method 
of the Project can be introduced in PCaC activities in areas other than the target areas. The training necessary 
for such measures should ideally be jointly conducted by INTA.

[Recommendations to both INTA and UNAG]
(1)  Promoting collaboration between INTA and UNAG

INTA and UNAG should further promote collaboration between them when continuously utilizing and 
implementing the method of the Project in the future.

(2)  Promoting collaboration with the municipal office, etc.
In order to continuously utilize and implement the method of the Project in the future, collaboration with the 
municipal office to which the community belongs should be further promoted.
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(3)  Reflecting the significance/content of the method of the Project in the national strategy
INTA and UNAG are major organizations relevant to the national dissemination strategy now being 
considered. In order to ensure continuous activities, the strategy should reflect the significance/content of 
the method of the Project.

3-7 Lessons Learned
(1)  Participation of many actors through EII and ETL

Municipal offices and other organizations in addition to EII, ETL, INTA, and UNAG participated in the 
Project, thereby smoothly implementing the social development operations planned by the communities. In 
order to implement the Project by other than just specific sectors, but in terms of infrastructure, education, 
public health and various other operations using the method of participatory development, the actors from 
specific fields as well as municipal offices and private companies should also participate.

(2)  Introduction of a method to foster a sense of self-support
The Project is different from other projects regarding participatory development in that the activities to 
foster a sense of self-support in the community and boost motivation (MMO) are conducted in the stage 
prior to summarizing the methods of conventional participatory development (DPC, EPP). MMO played a 
significantly important role. Thus, it is important to include the process to foster a sense of self-support, such 
as MMO in a project centered on participatory development.



－ 1 －

第１章　評価調査の概要

１－１　調査団派遣の経緯と目的

（1）背景

ニカラグア共和国（以下、「ニカラグア」と記す）は、国土面積 12 万 9,000km2、人口は

574 万人（2009 年世界銀行）、1 人当たり GDP は US$1,070（2009 年ニカラグア中央銀行）で

ある。1976 年から 1990 年まで続いた内戦による国内経済の疲弊の影響もあり、現在は中米

の中でハイチに次ぐ低所得国となっている。2004 年の家計調査によれば、貧困人口（1 日

US$1.15 未満）は 46.2％、最貧困人口（1 日 US$0.61 未満）は 14.9％である。特に農村部で

貧困層は 67.9％、最貧困層は 26.9％を占め、農村地域の活性化を通じた貧困削減が急務となっ

ている。

ニカラグア政府は、農村生産性の向上をめざした「生産性・農村開発プログラム

（PRORURAL）」の中で「農村住民の組織化と参加」を掲げ、行政及び住民の双方向の協力

による効率的且つ持続的な開発をめざしてきた。しかし、行政機関は人的及び予算的制約か

ら限られた地域を対象に支援を行うとともに、農村コミュニティの開発ニーズを十分汲み上

げることなく活動を行ってきたため、必ずしも開発ニーズに合致した支援を提供できておら

ず、農村コミュニティに対して必要な支援が行き渡っていなかった。また、農村コミュニティ

の能力強化を促進する支援手法を取っていなかったため、支援に対し農村コミュニティが受

身となり、各種支援の効率的な実施、成果の定着及び発展に繋がっていなかった。

JICA は個別専門家「農民組織化指導」（2001 年～ 2006 年）の派遣により、行政機関やコミュ

ニティ等に対する自立意識の醸成及び組織化に関する研修を実施し、ニカラグア政府が同研

修を継続的かつ発展的に実施するためのファシリテーターの育成及び研修教材の作成を支援

した。

これを受け、自立意識に基づく住民の参加や組織化の促進を通じた農村コミュニティの開

発能力の強化を図るとともに、農村コミュニティの開発ニーズに対応した支援システムを構

築するため、行政及び農村コミュニティが連帯した農村開発の実施体制の構築をめざすこと

となったことから、ニカラグア政府はわが国に対し協力を要請し、2009 年 3 月に本プロジェ

クトが開始された。

2011 年 9 月に実施した運営指導調査の結果、本プロジェクトでの活発な活動により、コミュ

ニティ自らが多数の研修を実施し、農村調査を行い、コミュニティ集会を開き、パイロット

事業の形成と実施を行うようになり、コミュニティの農村開発のための能力向上に対して成

果を残してきていることが確認された。しかし、パイロット事業によっては、準備に時間が

かかるものや、住民のみの活動では実施できないものもあることも確認された。また、プロ

ジェクトで導入された仕組みや手法をプロジェクト終了後に中央・地域・コミュニティの各

レベルの関係者に定着させ、自立発展性を強固にするためには、活動を継続し、実施された

事業のモニタリング結果を、プロジェクトで導入された仕組みや手法に反映させる必要があ

ると判断された。この判断に加え、コミュニティが実施する事業の中に農業関連分野の事業

もあり、プロジェクト対象地域における農作期が 1 月～ 9 月であることを考慮した結果、プ

ロジェクト期間の 1 年間の延長を決定し、現在プロジェクト活動を継続している。

今般、延長期間を含めたプロジェクト期間の終了 6 カ月前となり、終了時評価調査団が派
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遣され、ニカラグア側評価委員と共に合同評価委員会を形成し、終了時評価調査を行った。

（2）終了時評価の目的

本終了時評価の目的は以下に示すとおりである。

1）　プロジェクトの実績と実施プロセスを確認する。

2）　妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性の 5 項目による評価を行う。

3）　 プロジェクト終了までの期間及びプロジェクト終了後に取り組むべき課題を提言として

残す。また、類似案件実施にかかる教訓を抽出する。

１－２　調査団の構成と調査期間

（1）調査団の構成

終了時評価調査団の構成は以下のとおりである。

担　当 氏　名 所　　属

総括 岩谷　寛 国際協力機構農村開発部計画・調整次長

評価分析 大橋　由紀 合同会社適材適所

協力企画 鈴木　俊康 国際協力機構農村開発部畑作地帯第一課

通訳 櫻井　左千代 財団法人国際協力サービス

なお、ニカラグア側合同評価委員として以下の 3 名が任命され、調査及び協議に参加した。

氏　名 所　属／役　職

Eduardo Espinoza 農牧技術庁（INTA）マナグア事務所技術革新担当職員

Jalima Gómez 全国農牧組合連合会（UNAG）会長アシスタント

Wendy Nicaragua Balmaceda INTA 組織開発アナリスト

（2）調査期間

本調査は 2012 年 10 月 22 日から 2012 年 11 月 8 日までの 21 日間（ただし、岩谷、鈴木、

櫻井は 10/29 から参団）で実施された。期間中の日程については付属資料 1 を参照。

１－３　対象プロジェクトの概要

本プロジェクトの概要は以下に示すとおり。

（1）上位目標

対象地域において、コミュニティのニーズに基づき農村開発事業が実施される。
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（2）プロジェクト目標

対象地域において、農村開発のアクターが連帯できる体制が構築される
1
。

（3）アウトプット

１． 中央レベル、地域レベル及びコミュニティレベルの関係者（EII、ETL 及びコミュニ

ティ）が参加型農村開発の必要性を認識し、その手法を習得する。

２． コミュニティの参加が促進されるとともに、行政機関等の支援能力が向上する。

（4）実施機関

INTA、UNAG

（5）対象地域

マナグア県ティピタパ市、マタガルパ県マタガルパ市、マサヤ県マサテペ市

（6）実施期間

2009 年 3 月 24 日から 2013 年 3 月 23 日（4 年間）（1 年間の延長期間含む）

1
　 西語の PDM では「中央・地域・コミュニティレベルのアクター（EII、ETL、モデルコミュニティ）の参加・結束・能力の向上を通じ、

農村開発を推進する対象地域の能力が強化される」と記述されている。



－ 4 －

第２章　終了時評価の方法

２－１　評価方法

本終了時評価調査は、「新 JICA 事業評価ガイドライン　第一版」に沿い、以下の手順で行った。

（1） 評価グリッドを作成し、評価のデザインに合意する。

（2） 評価グリッドに基づいて文献調査、質問票、インタビュー調査により情報を収集する。

（3） 実施協議議事録（Registro de Discusiones：R/D）に記載された投入計画やプロジェクト・デ

ザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）に記載された指標に基づき、達成状

況や進捗を確認する。

（4） プロジェクトの計画や実施プロセスにおける貢献要因や阻害要因を明らかにする。

（5） 評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）に基づき、プロジェクト全

体の分析を行う。

（6） 分析結果を基に提言や教訓を抽出し、評価結果案をとりまとめる。

（7） 評価結果案に基づき関係者で協議を行い、その結果を終了時評価報告書にとりまとめる。

（8） ニカラグア・日本の双方で終了時評価報告書に合意し、協議議事録に署名交換を行う。

２－２　データ収集方法

本終了時評価調査では以下の方法で情報収集を行った。

（1） 文献調査：プロジェクトの事前調査報告書、R/D、進捗報告書、その他の関連文書から必

要な情報を入手。

（2） 質問票：ニカラグア側カウンターパートやモデルコミュニティでの活動の関係者に対する

質問票による収集の収集。

（3） 聴取調査：専門家、カウンターパート、対象地域で活動に従事している各関係者、市役所

等に対し、インタビューによる必要な情報の入手。

（4） 現地踏査：12 のモデルコミュニティを訪問し、活動の様子を確認。

（5） グループインタビュー：上記モデルコミュニティのリーダーたちから、達成状況、課題等

を確認。

２－３　データ分析方法

本終了時評価では、現行の PDM である PDM ver.3（2009 年 3 月作成）
2
に基づき、以下の点から

プロジェクトの現状把握・検証を行った。

検証項目 検証の視点

実績 プロジェクト実施の結果何が達成されたのか、それらは期待どおりであるか。

実施プロセ

ス

プロジェクトを実施する過程（プロセス）で何が起きているのか、それらはプ

ロジェクトのアウトカム目標の達成にどのような影響を与えているか。

2
　本プロジェクトの PDM ver.3 はプロジェクト開始当初の PDM であり、プロジェクト期間中に PDM の改訂は行われていない。
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因果関係
プロジェクトのアウトカム目標の達成が本当にプロジェクト実施によってもた

らされたものであるか、あるいはもたらされるものであるか。

出所：新 JICA 事業評価ガイドライン第１版（JICA 評価部 2010 年 6 月）

上記の検証結果を以下に示す評価 5 項目による評価基準から分析した。

5 項目 視点

妥当性
開発援助と、ターゲットグループ・相手国・ドナーの優先度並びに政策・方針

との整合性の度合い。

有効性 開発援助の目標の達成度合いを測る尺度。

効率性

インプットに対するアウトプット（定性並びに定量的）を計測する。開発援助

が期待される結果を達成ために最もコストのかからない資源を使っていること

を示す経済用語。最も効率的なプロセスが採用されたかを確認するため、通常、

ほかのアプローチとの比較を必要とする。

インパクト

開発援助によって直接または間接的に、意図的または意図せずに生じる、正・

負の変化。開発援助が、地域社会・経済・環境並びにその他の開発の指標にも

たらす主要な影響や効果を含む。

持続性
ドナーによる支援が終了しても、開発援助による便益が継続するかを測る。開

発援助は、環境面でも財政面でも持続可能でなければならない。

出所：新 JICA 事業評価ガイドライン第１版（JICA 評価部 2010 年 6 月）
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第３章　プロジェクトの実績

３－１　投入実績、アウトプットの実績

３－１－１　日本側の投入実績

（1）専門家派遣

本プロジェクトの全期間をとおして、運営管理／参加型開発の長期専門家が 1 名派遣さ

れている。

短期専門家としては、自立意識／組織化の第三国専門家が開始当初から 2012 年 9 月末

までに 6 回（合計 23.8M/M）派遣されている。更に、1 年間の延長期間である 2012 年 4 月

以降、参加型開発（1.7M/M）及び、ファシリテーション技術の向上（0.6M/M）の短期専

門家が投入された。

（2）本邦研修

JICA の集団研修コースを利用し、現在までにカウンターパート職員をはじめとする関

係者合計 13 名が本邦研修に参加した。研修の内容は、生活改善、ごみ処理、地域経済開発、

有機農業といったプロジェクト活動に関係するテーマである。

（3）機材供与

車両（2 台）、コンピューター、複写機、カメラ（写真及びビデオ）、事務所家具など、

総額 71,931 米ドル（約 6,474,286 円
3
）の機材が供与された。

（4）プロジェクト経費

2012 年 6 月末までの実績として、合計 8,876,458 コルドバ（32,941,497 円
4 ）が現地活動

経費として支出された。これらの経費には、研修に必要な教材費、車両の燃料費、維持管

理費などのほか、プロジェクトで雇用している 5 名の現地スタッフと 2 名のドライバーの

人件費、プロジェクトで利用される UNAG 及び INTA 事務所の整備費用等が含まれる。

３－１－２　ニカラグア側の投入実績

（1）カウンターパートの配置

本プロジェクトのニカラグア側の人材配置状況は以下のとおりである。

・　 INTA、UNAG から各 1 名のコーディネーターが配置されており、日本人専門家と共

に中心的な役割を果たしている。

・　�プロジェクト活動の実施において、主に手法の検討、マニュアルの改訂、ETL への研

修・指導など行う EII のメンバーとして現在 INTA の 7 名、UNAG の７名、計 14 名（上

記コーディネーター 2 名を含む）が配置されている。

・　�プロジェクトの 3 つの各対象市には、対象コミュニティ住民に研修や指導を行う ETL

3
　 各機材の購入年度の JICA 精算レートの平均（21 年度：1 米ドル＝ 92.74 円、22 年度：1 米ドル＝ 86.19 円、23 年度：1 米ドル＝ 78.89 円）

で換算
4
　 次の換算レートを用いて計算　21 年度：1 コルドバ = 4 円、22 年度：1 コルドバ = 4 円、23 年度：1 コルドバ = 3.5 円、24 年度＝

1 コルドバ = 3.5 円
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が設置されており、INTA の地方事務所の職員や UNAG の県事務所のメンバーが参加

し、各市レベルでの活動や対象コミュニティレベルでの活動を支援している。

（2）プロジェクト事務所

INTA 本部及び UNAG マナグア事務所内に、それぞれプロジェクト事務所のスペースが

提供されており、その光熱費、通信費が負担されている。

（3）プロジェクト経費

INTA 及び UNAG は、上述の事務所の光熱費・通信費を負担している。その他、モデル

コミュニティでの活動の際には各地域の職員が移動等に必要な経費を負担している場合が

あり、またマタガルパ市では INTA が山道に適した車両を必要に応じて提供している。

３－１－３　アウトプットの達成状況

（1） アウトプット 1：中央レベル、地域レベル及びコミュニティレベルの関係者（EII、ETL
及びコミュニティ）が参加型農村開発の必要性を認識し、その手法を習得する

本プロジェクトが推進してきた参加型農村開発の手法は、MMO、DPC、EPP の 3 つである。

3 つの手法については、実際に活用しながら常に使いやすいように改善していくことが必

要であるとされているものの、一連のプロジェクト活動をとおして手法として確立されて

おり、マニュアルも作成されている。手法の確立に従事してきた中央レベルのカウンター

パートのみならず、各市レベルで設置された ETL の関係者や、各コミュニティレベルの

参加住民が手法の必要性や有効性が認識されており、下表に示すように、研修回数やファ

シリテーター養成の指標の数値目標が達成されている。指標は MMO に関する内容に集中

しているが、DPC や EPP についても必要な研修と活動が実施され、各対象コミュニティ

の優先事業の形成・実施に至っている。またファシリテーターは MMO のみならず、DPC
や EPP の手法についても習得している。ただし、その習得度やファシリテーターとして

の能力は人それぞれである。また、EPP については特定された問題からコミュニティ事業

を形成するための分析を伴うため、その過程をいまだ難しいと感じている関係者も少なか

らず存在している。

なお、12 の対象コミュニティの中にはファシリテーターが養成されていないコミュニ

ティが 2 つあり、対象コミュニティの参加型農村開発の必要性の認識度、手法の習得度が

必ずしもすべてのケースで高いわけではないが、下表で示すとおり、プロジェクト全体と

しては指標の達成状況は良好であると言える。
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表３－１　アウトプット 1 の指標の達成状況

指標 達成状況

1）　 参加型農村調査

及びプロジェクト評

価の実施マニュアル

が実用可能なものと

なる。

● 　 プロジェクトでは、MMO のマニュアルの改訂版 5 と、DPC 及び

EPP のマニュアルがそれぞれ作成され、研修に使用されている。

● 　 EPP のマニュアルでは、事業の形成だけではなく、事業実施中の

モニタリングや評価の方法についても記載している。

● 　 これらの手法は、活用しながら常に良いものとなるように経験

を反映し改善していく性質のものであり、現在は MMO のワーク

ショップ用教本と EPP のマニュアルの見直しが行われているが、

プロジェクト終了までには完成する予定である。

2）　 ETL が各市に設

立される。

● 　 対象 3 市でそれぞれ ETL が設立されており、市レベル及び各コミュ

ニティレベルでの活動が実施されている。ETL には各市の INTA
職員、UNAG のメンバー、市役所、対象 4 コミュニティの代表者、

地域によっては GPC、学校、教会の代表者などが参加している。

3）　 EII が自立意識

の醸成と組織化を推

進するセミナーを 3
回以上実施する。

● 　 EII が ETL に対して実施する MMO の研修は対象コミュニティ毎

に実施され、合計 12 回実施された。

● 　 MMO 研修は全体で約 3 日間の内容だが、上記の研修実施後も全

体または部分的に学んだ内容の理解をさらに強化するための研修

が繰り返し行われている。研修の詳細は付属資料 6 を参照。

4）　 ETL が自立意識

の醸成と組織化を推

進するセミナーを 9
回以上実施する。

● 　 EII から研修を受けた対象コミュニティのリーダーたち（ETL のメ

ンバー）が、各コミュニティで約 60 名に対し MMO 研修を実施し

た。1度に最大 20名までのグループで研修を行うため、1つのコミュ

ニティで 3 回、全体で合計 36 回の研修が実施されている。

● 　 指標 3 で述べたのと同様に、1 度研修を実施した後も全体または

部分的な研修を繰り返し実施したり、コミュニティによっては学

校の教員への研修、若者への研修、近隣の他コミュニティへの研

修などがコミュニティのリーダーたち独自のイニシアティブで実

施されており、多くの研修が実施されている。研修の詳細は付属

資料 6 を参照。

5
　 本プロジェクト開始時には、2001 年からニカラグアで MMO の指導を行ってきた野原専門家によりマニュアルが作成されていた。
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5）　 ETL のメンバー

の 40％が自立意識の

醸成と組織化を促進

するためのセミナー

を 運 営（ フ ァ シ リ

テート）できる。

● 　 2012 年 8 月までに、ETL のコミュニティ内部のメンバー 6 36 名中、

全体の約 72％である 26 名が MMO のファシリテーターとして養

成された 7。

● 　 更に、対象コミュニティでは ETL として活動するリーダーをサ

ポートする支援グループが形成されリーダー同様に活躍している

が、支援グループのメンバーでも 18 名がファシリテーターとして

養成された。

● 　 対象 12 コミュニティ中、2 コミュニティ 8 ではコミュニティ内部

の ETL メンバーに MMO のファシリテーターは養成されていない。

この 2 つのコミュニティは農業従事者よりも近隣の輸出加工区で

働く者が多く、住民のコミュニティ活動への参加度が低いことが

影響している。しかし、それら 2 コミュニティでも ETL の外部メ

ンバー（INTA 職員、UNAG メンバーなど）により住民に対する

MMO 研修が実施された。

6）　 EII が自立意識

の醸成と組織化を推

進するためのセミ

ナーを実施する。

● 　 指標 3 で述べたとおり、EII は ETL に対して MMO の研修を実施

しており、14 名のカウンターパートを含む合計 19 名の EII メンバー

が MMO のファシリテーター養成研修の講師として育成された。

（2） アウトプット 2：モデルコミュニティの農村開発への参加が促進されるとともに、行政

機関等の支援能力が向上する
9

各対象コミュニティにおいて、優先度の高い問題が選出され、ETL として活動している

リーダーを中心に事業毎に形成されたグループが、事業実施における各種会合を実施して

おり、その結果 25 の事業が実施中である。各事業の実施にはコミュニティ住民の自助努

力が大きな割合をしめているが、外部の支援を必要とするケースでは、農業関係の事業で

は INTA や UNAG が支援している一方、社会分野の事業では住民たちが自ら申請・交渉を

行うことで市役所や教育省、保健省のほかにも台湾やアメリカのピースコープの支援を受

けて実施されている。

一方、アウトプット 1 でも述べたとおり、参加型農村開発の必要性への認識や手法の習

得状況はコミュニティによっては十分ではないケースがあり、その結果、住民の参加が少

ない、事業の実施数が少ないといったコミュニティも存在している。各指標の達成状況は

下表に示すとおりである。

6
　 ETL のメンバーは、モデルコミュニティのリーダーであるコミュニティ内部のメンバーと、INTA や UNAG、市役所の職員など

であるコミュニティ外部のメンバーで構成されている。
7
　 ファシリテーターとして十分に育成されているか否かの判定については、実際にファシリテーションを行った回数や実際のファ

シリテーションの様子を見てプロジェクトチームが判断した結果による。
8
　ティピタパ市のチラマティージョ及びサンブラノ

9
　西語の PDM ではでは「関係機関のコミュニティ支援の能力が向上する」と記述されている。
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表３－２　アウトプット 2 の指標の達成状況

指標 達成状況

1）　 24 以上の問題

が優先度の高いもの

として選出される。

● 　 対象コミュニティで 2 ～ 6 の優先問題が選出され、12 コミュニティ

全体では合計 52 となる。

● 　 52 の優先度の高い問題のうち、13 は農業関連の事業であり、その

他の 39 は社会分野の事業であった。

2）　 優先度の高い

問題への解決策を検

討するための集会が

24 回以上（各コミュ

ニティで 2 回以上）、

関係機関とモデルコ

ミュニティの間で開

催される。

● 　 各コミュニティでは事業毎に担当するグループが形成されてお

り、そのグループが一度に集まって解決策を検討する場合と、グ

ループ毎で集まって検討する場合があるため、集会の回数にはば

らつきがあるが、最も少ないコミュニティで 2 回、多いところで

は 14 回実施され、解決策が検討された。

● 　 EPP はコミュニティ主導で実施されるが、ETL のメンバーである

コミュニティの代表者のほか、各集会には ETL のメンバーである

INTA、UNAG、市役所が参加した。

3）　 パイロット事

業のモニタリング・

評価報告書が作られ

る。

● 　 52 の優先度の高い問題のうち、25 の事業が実施されており、その

うちの 7 つの事業が終了している。10 月 22 日現在では事業のモ

ニタリング報告書が 8 つ、評価報告書が 1 つ作成された。

● 　 モニタリングの結果は住民集会で発表し、その場で住民の意見を

聞き、その結果を反映させて評価報告書を作成する。住民集会の

頻度はそれほど高くないため、まだ評価報告書の作成数は少ない

が、開催された際には複数の事業について報告・評価が行われる

ことになっている。

4）　 パイロット事業

のモニタリング・評

価の結果を共有する

ためのコミュニティ

集会が 24 回以上（各

コミュニティ 2 回以

上）開催される。

● 　 各事業のモニタリングは、事業を担当している住民と ETL のリー

ダーが実施することになっている。モニタリングのための集会は

事業毎に実施されており、事業実施中に少なくとも 1 度は実施さ

れている。現時点では合計で 10 回実施された。継続中の事業を考

慮すると、プロジェクト終了までには 24 回以上のモニタリングが

実施されることが予想されている。

● 　 指標 3 の達成状況で述べたとおり、評価の結果は住民集会で報告・

評価される。

5）　 モデルコミュニ

ティ間のパイロット

事業経験を分かちあ

うために 3 回以上（各

市で 1 回以上）、相

互訪問・会話・セミ

ナーを実施する。

● 　 対象市ごとの ETL では、各対象コミュニティでの MMO や DPC、
EPP の経験を共有している。特にパイロット事業に関する経験の

共有を目的とした集会は各市 1 回ずつ、合計 3 回実施された。

● 　 また、対象 3 市の ETL のメンバー全体が一堂に会しこれまでのパ

イロット事業の経験を共有する会合が 1 度実施された。
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6）　 農村開発手法及

びプロセスの改善計

画が作成される 10。

● 　 プロジェクトでは常に経験をとおして得た学びを手法の改善に反

映させるように努めながら、現時点までの手法が完成している。

現在も MMO のワークショップの教本と EPP のマニュアルを改訂

中であるが、プロジェクト終了までに完成する予定である。

● 　 対象コミュニティでの適用を通じて実証・改善された上記の手法

を、今後のどのように汎用性の高い普及モデルに落とし込むかと

いう視点から、プロジェクトでは対象 12 コミュニティで培った技

術や知識を元に、シウダ・サンディーノ市やティスマ市において、

市役所を中心としたより少ない投入量で本プロジェクトの手法に

よる活動が展開できる方法を実験的に導入している。

● 　 現在まで構築されてきた本プロジェクトの手法や経験 11 を取りま

とめた報告書を現在作成しており、プロジェクト終了までに完成

する予定である。

３－２　プロジェクト目標の達成度

プロジェクト目標である「対象地域において、農村開発のアクターが連帯できる体制が構築さ

れる 12」については、各アクターの連携とコミュニティの自立を促進する本プロジェクトの手法

を実践することで、モデルコミュニティでは選出された優先度の高い問題を解決するための事業

が既に目標の 20％を大幅に超える 48％（52 プロジェクト中、25）が実施に至っており、達成度

は高いと言える。各指標の達成状況は下表に示すとおりである。なお、実施中の事業の一覧は表

３－４に示すとおり。

表３－３　プロジェクト目標の指標の達成状況

指標 達成状況

1）　 農村開発に関

係する地方組織やコ

ミュニティの代表者

の 60 ％ 以 上 が ETL
に参加している。

● 　 本指標については、関係する地方組織やコミュニティ代表者の定

義が明らかではないため何をもって割合を算出するのかが明確で

はないこと、また ETL にはコミュニティのリーダーを育てるとい

う役割もあるため既存のリーダーや有力者の構成比率が高ければ

望ましいとは限らないことが、2011 年 10 月に実施された運営指

導調査において指摘されている。

● 　 プロジェクトでは、各コミュニティの住民にコミュニティの代表

と考える組織や代表者の名前を列挙してもらい、その中で ETL に

参加している割合を求めたところ、多くのコミュニティで 60％以

上のコミュニティ代表者が ETL の活動に参加している結果であっ

た。

10
　西語の PDM では「計画が実施される」と記述されている。

11
　どのような条件下で成功し、どのような条件下では適用が難しかったか、またどのような阻害要因があるか等を含む予定。

12
　 西語の PDM では「中央・地域・コミュニティレベルのアクター（EII、 ETL、 モデルコミュニティ）の参加・結束・能力の向上を通じ、

農村開発を推進する対象地域の能力が強化される」と記述されている。
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2）　 モデルコミュ

ニティの 100 以上の

メンバーがコミュニ

ティ集会の意思決定

に参加している。

● 　 本指標については、元々世帯数が 100 を切るコミュニティが 3 つ

ある 13 一方で 450 もの世帯数を持つコミュニティ 14 があったこと、

コミュニティ内部の政治的な対立の影響を受けることが、上述の

運営指導調査で指摘されていた。

● 　 プロジェクトでは、全世帯数の 50％が集まればコミュニティが十

分に決定過程に参加したと判断している。プロジェクト期間中に

全対象コミュニティで 2 回の住民集会が実施されたが、2 回の平

均は 62％の参加であった。

3）　 モデルコミュニ

ティにより提案され

た優先度の高い解決

策の 20％以上が、モ

デルコミュニティと

関係組織により実施

される。

● 　 対象コミュニティ全体で 52 の事業が提案され、そのうち 25 事業

（社会分野 15 件、農業分野 10 件）が実施中である。これは全体の

48％に達している。

● 　 上記の優先度が高い事業に加えて、優先度は高くないものの課題

として認められた 4 つの農業事業が実施されており、合計 29 の事

業が実施された。農業関連の事業（合計 14 件）については INTA
や UNAG が協力して実施している。15 の社会分野の事業について

は、市役所や教育省、保健省、台湾、アメリカのピースコープな

どの協力を得て実施されている。

表３－４　各コミュニティが実施している事業一覧

コミュニティ 事業名 分野 支援機関

マサテペ市

ヌエボ・アマネセール 給水の改善 社会 市役所

小学校の建設※ 社会 市役所

針なしミツバチの養蜂☆ 農業

カンポス・アスレス 学校の改築※ 社会 市役所

カララ・パッションフルーツの生産 農業 INTA

エル・ポチョテ 生計向上（針なしミツバチの養蜂） 農業

中学校の改築 社会 教育省

エル・アレナル 野菜生産☆ 農業 持続的農業技術普

及計画 15、INTA

13
　サン・ブラス、フティカパ・セントロ、オコタルの計 3 つのコミュニティ。

14
　サン・ベニート・アグリコラ

15
　 実施中の JICA の技術協力プロジェクト（正式名称は「小規模農家のための持続的農業技術普及計画」）で、本プロジェクトと同

様に INTA が実施機関である。
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ティピタパ市

サン・ブラス 給水システムの建設 社会 市役所 16

保健・健康の改善※ 社会

穀類の生産改善☆ 農業 INTA

サン・ベニート・アグ

リコラ

メロンの生産・販売の改善 農業 INTA、UNAG

教育の改善（学校の給水改善） 社会

コミュニティに接続する道路の改善 社会

野菜の生産技術の改善※ 農業 台湾

サンブラノ 保健所の改善 社会 市役所

チラマティージョ 給水施設の改善 社会

マタガルパ市

リミキシト 種子バンクの設置による穀類の生産改善 農業 INTA、UNAG

代替産業としての野菜生産☆ 農業 持続的農業技術普

及計画、INTA

保健・健康の改善※ 社会 保健省

フクアパ・セントロ 給水システムの改善※ 社会 Cuenca17、市役所、

INTA、UNAG

携帯電話によるコミュニケーションの改

善

社会

穀類の販売改善 農業

野菜生産による生計向上※ 農業 持続的農業技術普

及計画、INTA

オコタル 道路の改善 社会 市役所

穀類の生産 農業 INTA

手工芸品の販売改善 社会 ピースコープ

生計向上（針なしミツバチの養蜂） 農業

ヌエストラ・ティエラ コーヒー栽培の改善 農業 INTA
※：既に終了した事業　　　☆：優先課題ではないものの事業化された事業

３－３　実施プロセスにおける特記事項

（1）活動の実施状況

本プロジェクトで導入されている 3 つの手法のうち、MMO については既に 2001 年から

INTA、UNAG、JICA の作業グループが野原専門家の支援を受けており、マニュアルが作

成されていたが、DPC と EPP については本プロジェクトの開始後に既存の手法を取り入れ

16
　ティピタパ市役所が設計費用を負担し、現在日本大使館の草の根無償資金援助に申請中。

17
　 マタガルパ市役所とコスタリカ熱帯農業研究教育センター（Centro Agronómico Tropical de Investigación y Enseñanza：CATIE）が

実施中の流域保全を目的としたプロジェクト
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ながらモデルコミュニティでの活動をとおして確立された。当初の活動実施計画（Plan of 
Operation：PO）では、DPC や EPP のマニュアル作成期間がかなり短く設定されているなど

の不都合があったため、開始当初に PO を改訂し、関係者の合意を得て、その後は改訂後の

PO に沿って活動がほぼ計画どおりに進められている
18
。

MMO の研修は当初一度のみの実施が計画されていたが、1 度実施した後も継続して実施

され、住民や関係者のモチベーションを高く維持することに役立っている。また、それぞれ

の手法については活用しながら常に改善していく方針であることから、マニュアルの作成や

改訂も必要に応じた時期に実施された。

また、対象地域外でのセミナーの実施については、対象 3 市の ETL やモデルコミュニティ

以外にも、対象 3 市の全 INTA 技術普及員や UNAG のメンバーに対しての研修、対象市の

ETL 以外の市役所職員への研修、対象市のその他の農民プロモーターへの研修など数多く実

施された。特に 2012 年には本プロジェクトの手法をより効率的に普及するための体制を検

討しており、その一環としてマナグア県シウダ・サンディーノ市マサヤ県のティスマ市にお

いて市役所の職員に研修を実施し、市役所の職員が直接コミュニティで研修を行う方法を試

験的に実施した。この試みではシウダ・サンディーノ市では職員 130 名に対して MMO 研修

が実施されたり、両市において比較的短い期間で選出されたコミュニティで MMO、DPC、
EPP のプロセスが進むなど、市役所の強いイニシアティブにより計画よりも多くの活動が行

われた（詳細は付属資料 6：研修実績を参照）。

モデルコミュニティでの事業の実施、モニタリング、評価の活動は各コミュニティの自助

努力で取り組まれているため、本プロジェクト側の計画に沿って実施されているわけではな

いが、各コミュニティのイニシアティブにより、既述のとおり想定以上の数の事業がプロジェ

クト期間中に実現されている。

（2）プロジェクトの実施体制

プロジェクトの上位の意思決定機能としては、合同調整委員会（Comité de Coordinación 
Conjunta：JCC）が年 1 回実施されている。活動の実施レベルでは、EII が検討した手法を対

象地域の ETL、各モデルコミュニティで実施しており、プロジェクト事務所がそれらの活動

の側面支援を行っている。各グループのメンバーや機能・役割は下表に示すとおりである。

表３－５　プロジェクトの実施体制

グループ メンバー 機能・役割

EII ● 　 専門家

● 　 INTA 及び UNAG のカウンターパート

● 　 プロジェクト開始以前から MMO 手法の

確立に協力しているその他のアクター

（本邦研修参加者など）

● 　 手法の検討

● 　 マニュアルの作成

● 　 ETL のメンバーへの研修

18
　 PO の改訂版については当初から関係者の合意は得ていたものの、JCC での正式な承認の手続きが行われたのは 2012 年 4 月に実

施された第 3 回目の JCC である。
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ETL ● 　 INTA や UNAG の地方事務所のスタッフ

● 　 市役所職員

● 　 GPC や学校の教員、教会の代表者など地

域のキーパーソン

● 　 コミュニティの代表者（3 名前後）

● 　 手法の習得

● 　 コミュニティへの研修

● 　 コミュニティの事業への支

援

モ デ ル コ

ミュニティ

● 　 ETL のメンバーであるコミュニティの代

表者

● 　 コミュニティ住民

● 　 MMO 研修への参加

● 　 DPC、EPP の実施

● 　 コミュニティの事業の実施

プロジェク

ト事務所

● 　 専門家

● 　 現地スタッフ

● 　 各活動のロジスティックス

● 　 関係者との調整

● 　 各活動の文書化の支援

● 　 その他必要な側面支援

関係者への質問票調査の結果によると、各関係者間のコミュニケーションは良好に保たれ

ており、活動実施に必要な情報共有や連絡が円滑に行われている。

（3）関係者のプロジェクト活動への参加状況

モデルコミュニティでは、ETL に参加しているコミュニティリーダーたちや、リーダー

の活動を助ける支援グループのメンバー達は本プロジェクトの手法に感銘を受け、高いモチ

ベーションの下、コミュニティでの研修活動や優先度の高い事業に取り組んでいることが確

認できた。その他の住民の参加度はプロジェクト実施前よりもかなり良好であることが各

リーダーへのヒアリングで確認できたが、コミュニティによっては「３－５　問題点及び問

題を惹起した要因」にも示すとおり、内部のコンフリクトや人間関係、社会的背景から、十

分な参加を得ることが困難なケースもある。

その他の関係機関の参加については、対象地域の各市役所は ETL のメンバーとしてプ

ロジェクトに参加し、手法の研修を受けたりその他のコミュニティでの活動に参加したり

している。プロジェクトが進展するにつれてプロジェクトに対する理解度が増し、INTA、

UNAG、コミュニティなど他の ETL メンバーとの連携も醸成されている。その結果、市役

所によるモデルコミュニティで優先度が高い社会分野の事業に対する資金的支援が実現して

いる。また、モデルコミュニティによっては保健関係者や教育関係者との連携で事業を実施

しているケースもあり、本プロジェクトを通じて強調されてきた異なる組織間の連携の結果

として事業が進展していることが確認された。一方、ETL の活動に GPC のメンバーのよう

な主要なコミュニティの代表者の参加が得られないことで、コミュニティ事業の進展が阻害

されているケースもあり、そのようなケースではどのように理解を得て活動を促進していく

かが課題になっている。

（4）2011 年 10 月の運営指導の提言のフォローアップ状況

2011 年 10 月に実施された運営指導では主に以下のような提言が残されており、それに対

して下表に示すようなフォローアップが実施されてきた。
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表３－６　提言のフォローアップ状況

提言 フォローアップ状況

評価分析（1）
プロジェクトの成果を持

続させるための INTA 及び

UNAG における仕組みづく

りの検討

● 　 INTA は技術普及の戦略として、農民プロモーターを研修し、

農民から農民への技術普及に取り組む方針を持っている。

その農民プロモーターへの研修カリキュラムに MMO が組み

入れられおり、今後はカリキュラムに沿って研修を実施す

ることになっている。

● 　 INTA の中央北部支部では全 35 名の技術スタッフに MMO 研

修を実施しており、農民プロモーターへの研修が開始され

ている。

● 　 モデルコミュニティは当初から INTA や UNAG の活動地域

に選定されているコミュニティに中から選出されているた

め、INTA の通常業務や UNAG の組合業務を通じて今後も各

コミュニティを担当している技術スタッフがコミュニティ

を定期的に訪問し、指導していくことが予定されている。

● 　 モデルコミュニティによっては既に十分なエンパワーメン

トが観察されているが、そのようなケースでは既に自分た

ちで活動を形成し実施していく能力があり、今後は多くの

支援を必要としないことが予測されるケースもある（マタ

ガルパ市の 3 つのコミュニティ）。

● 　 本プロジェクトの手法をより少ない投入で効率的に実施

し効果が保証できるような実施体制を模索しており、現在

はシウダ・サンディーノ市とティスマ市で市役所が中心と

なって活動を進める仕組みを試験的に導入している。

評価分析（2）
簡易で実際的なパイロット

事業のモニタリング・評価

手法の検討

● 　 モニタリングは各事業の担当グループと ETL リーダーが実

施し、最終的にはその結果を住民集会で発表し住民が評価

するという簡易かつ実際的な手法が導入された。

● 　 それらの手法は EPP のマニュアルに記載された。

評価分析（3）
残りの期間の効率的な実施

プロセスの検討

● 　 上述のとおり、モニタリングは担当グループレベルで実施

し、最終報告のみ住民集会で実施することにするなど、効

率的な実施プロセスが検討され、実施されている。

参加型開発 / 地方行政（1）
手法の確定（評価プロセ

スの確立、EPP でのプロ

ジェクト・サイクル・マ

ネジメント（Project Cycle 
Management：PCM） 手 法

の活用方法の検討）

● 　 評価プロセスについては、住民集会で評価の判断をする方

法が導入された。

● 　 EPP の手法が複雑であることが指摘されていたが、手法の

検討の結果、PDM は作成せず問題解決のための活動提案を

活動計画に入れて目標達成の道筋を明確にする方法に改訂

された。

参加型開発 / 地方行政（2）
手法の展開（残り期間は現

行の対象地域で手法の確立

に努める）

● 　 対象地域で活動が継続されており、コミュニティ事業も進

展している。
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参加型開発 / 地方行政（3）
ファシリテーション技術の

向上

● 　 短期専門家の投入でファシリテーション技術講習が実施さ

れた。11 月にも再度実施する予定。

参加型開発 / 地方行政（4）
住民が実施する事業の分野

（農業分野の事業を優先的

に実施する可能性を探る）

● 　 当初、優先問題は 8 割が社会分野だったが、INTA や UNAG
の支援により、実施されたコミュニティ事業の約半数は農

業分野の事業となった。

● 　 農業分野の課題が優先問題に入っていない場合でも、課題

として認識されており希望がある場合は農業分野の事業を

実施しており、現在そのような事業が 4 件実施されている。

参加型開発 / 地方行政（5）
住民の意欲のピークを越え

た際の対応策の検討

● 　 ニ カ ラ グ ア 自 治 大 学（Universidad Nacional Autónoma de 
Nicaragua：UNAN）の人類学部の教授やインターンの協力に

より、モチベーションの低下に影響する事柄を特定し対応

策を検討するための「動機づけ研究」を実施中である。

参加型開発 / 地方行政（6）
プロジェクトの広報（外部

への説明の強化）

● 　 INTA のホームページ上にプロジェクトの紹介を立ち上げ

た。

● 　 JICA ニカラグア事務所の協力で新聞のインタビュー取材に

対応した。

● 　 現在 INTA のメディアチームの協力によりプロジェクトの紹

介ビデオが作成されている。

３－４　効果発現に貢献した要因

プロジェクト活動の促進や効果の発現に貢献した要因として、以下の点が確認された。

● 　 従来の参加型農村開発手法（DPC 及び EPP）を実施する前に、住民のモチベーションを

高めるための自己啓発と連携を強化するための組織作り手法（MMO）を導入したことが、

その効果が高く、多くのモデルコミュニティで積極的な活動が展開され、アウトプットの

発現に大きく貢献した。

● 　 各モデルコミュニティでの問題分析の結果として選出され形成された事業には社会分野

の事業が多く、外部の資金援助が必要なケースも多いが、当初より ETL への参加を呼び

かけ、手法の研修やその他の活動をとおして市役所との連携が促進されたことにより、い

くつかの事業は市役所の資金的な支援を受けて実施することが可能になった（表３－４　

参照）。

● 　 マタガルパ市では地理的に距離が近く関係が良好な 3 つのコミュニティがモデルコミュニ

ティとして選ばれている。それにより、3 コミュニティのリーダーが協力して、コミュニ

ティ内や近隣の他コミュニティに対して研修を実施するなど、想定以上の活動を展開して

いる。

３－５　問題点及び問題を惹起した要因

プロジェクト活動の実施や効果の発現をネガティブな影響を及ぼした要因として、以下の点が

確認された。
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● 　 プロジェクト開始後間もない 2009 年半ばから 2010 年初め頃までの間に INTA では人員削

減が行われ、カウンターパートに変更が生じたり職員の意欲が低下するなどによりプロ

ジェクト活動に遅れが生じた。

● 　 プロジェクト期間中をとおして、活動にかかわっている INTA や UNAG の人材の異動が

生じることがあり、円滑な活動実施に影響を及ぼした。

● 　 モデルコミュニティの中にはコミュニティ内の政治的な対立や人間関係などのコンフリ

クトが大きく影響しているケースがあり、そのような場合では本プロジェクトの手法の効

果が十分に発現されなかった。また、GPC のリーダーなどコミュニティ開発のキーとな

る人物が十分に本プロジェクトに参加していない場合なども、円滑な活動実施にマイナス

の影響を与えた。

● 　 モデルコミュニティの中には、住民の多くが農業従事者ではなく近隣の工場労働者である

コミュニティが含まれていた。そのようなケースでは、住民は仕事の都合でコミュニティ

の活動に対して積極的ではなく、本プロジェクトの手法の効果が十分に発現されなかった

が、手法の汎用性に関して教訓を得ることができた。
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第４章　評価結果

４－１　5 項目ごとの評価

４－１－１　妥当性

本プロジェクトは対象地域のニーズや政府の優先課題、日本の対ニカラグア支援戦略との整

合性が高い。また、開発課題に貢献する手段として適切な手法を用いていることが確認された

ことからも、本プロジェクトの妥当性は高いと言える。

（1）対象地域の社会のニーズ、政府の優先課題、実施機関の戦略との整合性

ニカラグア政府の国家開発計画（Plan Nacional de Desarrollo Huamano：PNDH 2009-2011）
は、地方の中小農民の能力改善を通じた食糧安全保障の実現と中小農民の組織化を農牧

林行分野の開発戦略としている。さらに農業セクタープログラム（PRORURAL Incluyente 
2010-2014）では「公平な人間開発と持続的な資源活用を通じた経験知識の蓄積」を開

発の目標に掲げ、地域住民の参加を促進するテリトリーアプローチを重視している。更

に、地域住民の主体的な参加を促進するための中米テリトリアル農村開発戦略（Estrategia 
Centroamericana de Desarrollo Rural Territorial：ECADERT）にニカラグア MAGFOR も合意し

ている。これらのニカラグア政府の政策は現時点で変更はなく、引き続き本プロジェクト

との整合性は高い。

また、INTA は農業技術の研究開発と普及によって、農村地域の家庭の貧困削減、食糧

不安の改善を目的とした政府機関であり、農業技術の普及による農村開発は INTA の業務

である。また UNAG は中小農家の連合組織で農村地域の経済開発を目的として農民の組

織強化に取り組んでいる。これらの組織の業務内容や、農村開発を推進する能力の強化と

いった INTA と UNAG の業務目的は、現時点で変更はなく、本プロジェクトの目標と一致

している。

（2）日本の支援政策との整合性

外務省の対ニカラグア共和国事業展開計画（2011 年）において、日本の対ニカラグア

援助の重点分野の 1 つに「農村における貧困削減」が挙げられており、本プロジェクトは「農

村地域貧困削減支援プログラム」に属するプロジェクトの 1 つである。本プログラムの主

要課題は主に作物生産技術・普及と貧困削減をめざした農村（地域）開発に分けられるが、

本プロジェクトは後者に貢献する主要な事業として位置付けられている。上記支援政策や

プログラムに現時点で変更はない。

（3）手段としての適切性

本プロジェクトは、上述の支援政策の下、コミュニティの自助努力意識を向上させ、地

域開発能力を醸成させることを目標としている。そのための手段として、本プロジェクト

において最も特徴的な手法が MMO であるが、多くの関係者から農村開発にかかわる各ア

クターのモチベーションを高め、農村コミュニティの自立や組織間の連携、住民同士の協

力を醸成する有効な手段であると高く評価されている。本評価調査においても、関係者

や各モデルコミュニティのリーダーから MMO 研修の内容が心に響き、意識や態度に大き
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な良好な変化をもたらした様子を確認することができた。また、高まったモチベーション

を効果的に農村開発の自助努力に結び付ける参加型農村開発手法として、DPC や EPP に

ついても対象コミュニティに適したツール・プロセスが形成されていることが確認でき

た。これらの手法は今後も活用しながらより適切なものに改善されていく必要はあるも

のの、全体としてこれらの手法は本プロジェクトの略称として広く知られている「Alianza 
Comunitaria（コミュニティの連携）」モデルとして有効性が実証されたと言える。

（4）対象地域の適切性

本プロジェクトでは、1）2001 年から実施されている野原専門家の MMO 研修を受けた

人がいるコミュニティ、2）本プロジェクトの活動に賛同する意思を示したコミュニティ、

3）INTA と UNAG、またはその 1 つの活動対象に含まれているコミュニティ、といった 3
つの条件で対象市とモデルコミュニティを選出した。効率的な活動実施を考慮した適切な

条件での選択であったと考えられるが、一方、農業従事者が少なく住民の多くが周辺の工

場労働者であるコミュニティでは住民の参加意識が低いケースや、コミュニティ内で政治

的な対立や人間関係によるコンフリクトが大きい場合は、期待していたような効果が発現

しなかったことが確認されている。

また、対象コミュニティの数については、12 を対象に活動を展開したことは、長期専

門家 1 名という限られた投入で手法を試用しながら確立する作業としては数が多すぎたと

いう指摘がある一方、様々な社会状況のコミュニティで手法を試用することで、手法の汎

用性や限界を実証することができたことは有意義であったと言える。

（5）他の支援機関や JICA の他事業との連携の適切性

「（2）日本の支援政策との整合性」で述べた農村地域貧困削減支援プログラムに属する

次の 2 件の技術協力プロジェクトと連携した活動が行われた。「小規模農家のための持続

的農業技術普及計画」は本プロジェクト同じく INTA を実施機関とした 5 年間のプロジェ

クトで、プロモーターの技術向上や INTA の技術基盤の強化に取り組んでいる。一方で本

プロジェクトが農民のモチベーションや自助努力を高めることで農業技術普及の効率の向

上に貢献することから補完関係にあり、いくつかのモデルコミュニティで同プロジェクト

の技術支援（ミミズ肥料、苗土作り等）を受けている。一部対象地域が重複するサイトで

は合同で活動を実施した実績がある。「プエルトカベサス先住民コミュニティ生計向上計

画プロジェクト」は大西洋地域の特殊な社会・文化・環境における地域開発能力の醸成を

目的に 5 年間実施されており、本プロジェクトが MMO に関する支援を実施したり、逆に

農業技術（水撃ポンプ、上総掘り等）の支援を受けるなどの連携が持たれた。

４－１－２　有効性

プロジェクト目標の達成度は概して高く、また本プロジェクトのアウトプットが発現してい

る結果としてプロジェクト目標の指標が達成されていることが確認された。よって、本プロジェ

クトの有効性は高いと言える。
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（1）プロジェクト目標の達成見込み

「３－２　プロジェクト目標の達成度」で示したとおり、プロジェクト目標の指標の達

成度は高く、プロジェクト目標の達成が見込まれる。参加・結束・能力の向上のレベルは

地域やモデルコミュニティにより異なっており、住民や各アクターのコミュニティ開発へ

の関心度やコミュニティ内のコンフリクトの状況が影響していることが指摘されている

が、概して高いレベルでの向上が確認されており、多くの関係者に高く評価されている。

現時点ではモデルコミュニティでは十分な活動実施により効果が発現しているが、今回向

上が認められた中央・地域レベルのアクターの能力が、モデルコミュニティ外の地域でど

のように農村開発の推進に繋げられていくかは今後の活用が待たれる。

（2）プロジェクト目標とアウトプットの因果関係

関係者によると、モデルコミュニティとそれ以外のコミュニティの開発に取り組む姿勢

や能力に関する違いは明らかであり、本プロジェクトをとおして関係者の参加型農村開発

の必要性への認識が高まり、手法が習得され、住民の参加が向上したことで、関係機関の

支援が届くようになったことが、プロジェクト目標である農村開発を推進する能力の強化

に直接つながっていると言える。

プロジェクト目標達成のための外部要因としては、「カウンターパートの人事異動が頻

繁に発生しない」、「ニカラグアの経済・社会的環境が急激に変化しない」の 2 点が挙げら

れている。前者は「３－５　問題点及び問題を惹起した要因」で述べているとおり、プロ

ジェクト前半の活動に影響を及ぼしたが、今後は既に自助努力や連携による相乗効果の概

念が浸透したコミュニティでの農村開発の推進においては大きな阻害要因にはなり得ない

と考えられる。後者については、プロジェクト目標の達成に影響を与えるような規模での

変化は生じていない。

４－１－３　効率性

本プロジェクトでは、限られたインプットを活用し様々なアクターと連携することで活動を

促進し、その結果としてアウトプットを発現させていることから、高い効率性が認められる。

（1）アウトプットの達成状況

「３－１－３　アウトプットの達成状況」で示したとおり、アウトプット 1 及び 2 の指

標の達成状況は良好であり、プロジェクト全体としての達成度は高いと言える。モデルコ

ミュニティの中には達成状況が十分ではないケースもあるが、プロジェクト活動の範疇外

の要因が指摘されており、今後の活動を検討する際の教訓が得られている。

（2）アウトプットの達成とプロジェクト活動の因果関係

アウトプット 1、2 共に本プロジェクトの活動の成果として産出されたものであると言

える。モデルコミュニティにおける参加型農村開発の必要性への認識や、手法の活用、コ

ミュニティの参加状況などコミュニティの発展に向けた取り組みは、プロジェクト活動を

実施していない他コミュニティと比較して著しく良好であることが多くの関係者から指摘

されている。
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アウトプットの達成に影響を与える外部条件は PDM では特定されていない。しかし、

一連の活動をとおして、同じようなインプットを行ったものの十分なアウトプットが生じ

ていないコミュニティにおいて、アウトプットの産出を阻害した要因は、「３－５　問題

点及び問題を惹起した要因」で述べたとおり、コミュニティ内のコンフリクトや、社会状

況に起因するコミュニティ開発への住民の参加度の低さなどが指摘されており、それらは

アウトプット達成の外部条件であると言える。

（3）投入の質、量、タイミング

本プロジェクトは、長期専門家は 1 名のみの配置であり、限られた投入の中で 12 もの

モデルコミュニティで活動を展開しており、投入が効率的に活動に活用され、アウトプッ

トの産出に結びついていると言える。一方、カウンターパートは適切な人材が配置されて

いるものの、それぞれの通常業務を抱えているため、プロジェクトの活動に従事できる時

間は限られたものであった。そうした状況で、研修など活動やプロジェクト実施に必要な

ロジスティックスや調整等は日本側の投入で雇用している現地スタッフが支えており、各

地域・コミュニティレベルの関係者と良好なコミュニケーションを維持しながら活動を展

開することが可能であった。

４－１－４　インパクト

本プロジェクトは上位目標の一部はすでに達成されており、今後更に達成度が伸びていくこ

とが期待できる。更に、対象地域では以下に示すような様々な正のインパクトが確認されてい

る。

（1）上位目標の達成見込み

上位目標である「対象地域において、コミュニティのニーズに基づき農村開発事業が実

施される」については、「2017 年までにモデルコミュニティにおいて、農村開発事業が実

施される」という指標が設定されているが、プロジェクト目標の達成状況で述べたとおり、

優先度が高い事業では 25 件、更に農業関連の案件 4 件を足すと、29 件の事業が実施され

ている。本評価調査で実施した各コミュニティでのインタビューでは、多くのコミュニティ

のリーダーがプロジェクトの手法を習得し、自立や相乗効果を主とする本プロジェクトで

導入した手法を継続して実行に移していくことを表明していることから、上位目標の達成

見込みは高いと言える。

（2）波及効果

本プロジェクトの正のインパクトとして以下の点が確認された。なお、負のインパクト

は確認されなかった。

● 　 モデルコミュニティでは優先度の高い問題を解決するための事業が行われているが、

それらの事業の効果が既に様々な形で発現している。以下はそれらの一部である。

➢　 生産性を向上する活動により、既に収量が増加した。

➢　個別での営農から共同作業に取り組むことで、生産コストが減少した。

➢　 収穫物・生産物の販売場所を確保する活動により、売り上げが増加した。
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➢　 コミュニティの衛生を改善する活動により、ごみの廃棄が減少した。

➢　 保健所を改善する活動により、設備やサービスが改善した。

➢　 保健に関する問題に取り組む活動で、子どもの下痢や気管支の疾病が減少した。

➢　 学校（幼稚園）の施設の改善の活動により、子どもたちが安心して学校に行ける

ようになった。

➢　 給水施設の改善に取り組むことで、住民が水料金を支払うようになった。

● 　 本プロジェクトの実施をとおして、特に MMO が住民に与えたインパクトは大きく、

各コミュニティでの調査では以下のような変化が住民リーダーたちから表明された。

➢　 以前はコミュニティ内の結束は非常に弱く、人々の関係も希薄で、異なる宗教や

政党間でのいざこざが多くあったが、今では協力して問題解決に取り組むように

なり、コミュニティの人間関係が改善し、もめ事も少なくなった。

➢　 以前は希薄だったコミュニティリーダーに対する信頼が醸成された。

➢　 家族や隣人との関係が良好になった。

➢　 自分にも色々なことに挑戦できることがわかり、人前で意見を述べることも怖く

なくなり、考え方や行動がポジティブになった。

➢　 日常生活の中で自分たちで問題を特定して解決策を見つけたり、計画することが

できるようになった。

➢　 以前は責任を持つのが嫌でコミュニティの活動にも参加しなかったが、今は積極

的に参加し、活動を支援する人も増加した。

● 　 モデルコミュニティでは住民約 60 名に対し MMO 研修を実施したが、その後コミュ

ニティによっては独自に MMO 研修を学校の教員対象に実施し教員が生徒の指導に活

用していたり、コミュニティの若者に対して研修を実施するなど、想定以上の広がり

を見せているケースがある。

● 　 モデルコミュニティのリーダーがモデルコミュニティ以外の周辺のコミュニティで

MMO 研修を独自に実施する様々な例が確認されている。マタガルパ市の 3 つのモデ

ルコミュニティにおいては、各コミュニティのリーダーが連携して周辺コミュニティ

に MMO 研修を広げている。

● 　 UNAN の人類学部の修士課程では本プロジェクトの手法や内容について扱ってお

り、学生のインターンがプロジェクト活動に参加している。また、国立農科大学

（Universidad Nacional Agraria：UNA）では 20 名の教員が MMO の研修を受けており、

今後本プロジェクトの手法を授業で紹介する動きがある。

● 　 本プロジェクトの手法を活用し、自治体の意思決定において住民参加を通じたコミュ

ニティ開発の促進を経験したことで、1 つの市役所では市の開発戦略として本手法を

適用することが検討されている。

４－１－５　持続性

対象地域内での発展については、各モデルコミュニティで継続の意思が確認され、必要なコ

ストも自助努力により解決していく方法を習得していることから、活動が継続していく可能性

は高いと言える。ある程度のフォローアップは必要であるが、INTA の通常業務で継続的にコ

ミュニティを訪問することが可能である。一方、各アクターが熱意をもって手法を他地域に広
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げていくことを検討しているものの、実現のためにはより具体的な計画と資金的な裏付けが必

要とされる。

（1）政策・制度面

実施機関である INTA、UNAG は本プロジェクトの成果を高く評価しており、本プロジェ

クトの手法モデルを今後も活用していくべきであると考えている。具体的には INTA は技

術普及の戦略として、農民プロモーターを研修し、農民から農民への技術普及に取り組

む方針を持っているが
19
、その農民プロモーターへの研修カリキュラムに既に MMO を組

み入れており
20
、今後の研修では実施に移していくことを検討している。また、農民プロ

モーターの活用は農業技術普及における国家的な戦略であり、国家普及システム（Sistema 
Nacional de Extensión）において異なる組織間で共通する農民プロモーター養成カリキュラ

ムを整備する動きがあり
21
、INTA ではその共通カリキュラムにも MMO を取り込むことを

提唱している。また、各対象地域の地域事務所では、本プロジェクトの手法の有効性を実

際に経験し、モデルコミュニティ以外での活動でも活用していきたいという意欲をインタ

ビューから確認することができた。

UNAG については、農民から農民への技術移転プログラム（Programa Campesino a 
Campesino：PCAC）を実施しているが、他の地域でも同プログラムの下、本プロジェクト

の手法を活用してくことを検討している。本プロジェクトの対象地域では、既に同プログ

ラム下の農民プロモーターに対し MMO 研修を実施した実績がある
22
。

各対象市の市役所についても、プロジェクトの成果を高く評価しており、市役所の他の

活動でプロジェクトの手法を活用する取り組みもなされている。マタガルパ市では市の

全普及員に対して MMO 研修が実施され、環境部が実施する環境保全事業の対象コミュニ

ティでも MMO 研修が実施されている。ティピタパ市では、来年はコミュニティ間でリー

ダーの経験を共有するためのイベントを開催し、本プロジェクトの経験も取り上げること

が予定されている。マサテペ市においても、組織間の連携を継続し、本プロジェクトの取

り組みを支援していくことが考えられている。

一方で、これらの関係組織において、本プロジェクトの取り組みやその有効性への認識

はまだ一部の関係者に留まっていることが指摘される。そのため、各機関が組織として今

後どのような展開していくかについては検討されるに至っておらず、まずは本プロジェク

トの経験・成果を取りまとめて、県の生産部会や市議会などで発表することが必要とされ

る。

19
　 2007 年に「INTA における農村プロモーション実施戦略（Estrategia de Implementacion de la Promotoria Rural en el INTA）」が作成され、

承認を受けている。現在、MMO、DPC、EPP の各手法の利用を含めた改訂版を作成中であり、2013 年上半期までの完成が予定

されている。
20

　 2011 年に正式に承認された「農村プロモーター用カリキュラム（Curricula del Promotor(a) Rural Solidario y Voluntario）」には

MMO に含まれる 11 のテーマ中 7 つが含まれている。
21

　 PRORURAL の 部 会 と し て、MAGFOR、 経 済 省、 家 族 経 済 省（Ministerio de Economia Familiar, Comunitaria, Cooperativa y 
Asociativa）、国家林業庁（Instituto Nacional Forestal：INAFOR）、生産者組合、NGO、ドナー等が参加し第 1 回目の会合が行われた。

22
　 例えば、マナグア県支部で実施している PCaC では FAO やワールドビジョンの支援でトウモロコシやフリホーレス豆の種子バン

クの活動をしているが、その活動の一環として参加している農民に対し MMO 研修を実施している。
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（2）組織・財政面

コミュニティレベルでは、組織の成熟度や能力はモデルコミュニティの間でも異なるが、

多くの成功を収めているコミュニティでは自助努力で問題解決に取り組み、必要に応じて

関係機関に支援を申請していくことで今後もコミュニティの発展のために取り組んでいく

ことが可能であることが、リーダーたちから表明されている。一方で、住民のモチベーショ

ンの維持や、手法の習得度（特に EPP）などの面で引き続き支援が必要であるという意見

も多々あり、各コミュニティに対して必要なフォローアップを特定し、継続していくこと

が望まれる。

INTA の地方事務所の職員による支援の継続性については、ほとんどのモデルコミュニ

ティは INTA の普及員による活動対象コミュニティの中から選出されていることから、今

後も技術普及の通常業務の一環として継続的にモデルコミュニティを訪問し、本プロジェ

クトのフォローアップに取り組むことが可能である。また、EII として育成された中央の

人材は、INTA の農民プロモーター育成活動において講師として活用していくことが予定

されている。UNAG のメンバーについては今後も継続してモデルコミュニティのフォロー

アップを行っていく意思が確認されたが、組合活動の一環として無償で活動に参加してい

ることから、コミュニティを訪問する際の交通費などに問題が生じる場合もあることが指

摘されている。

対象地域でのフォローアップ活動のための経費については、研修費用やコミュニティ訪

問に必要な費用が生じることが考えられる。プロジェクト実施中は日本側の支援で賄われ

ており、ニカラグアが側にそのような活動予算の負担はほとんど生じていなかった。ロジ

スティックや側面支援もプロジェクトチームが実施していたことから、調整コスト等もほ

とんど生じていない。今後のフォローアップにはどのような予算や人材がどの程度必要と

なるかについて検討し、必要な投入を確保する必要がある。

一方、対象地域内での活動の定着・発展を超えて、対象地域外へ手法を広げていくこと

が様々なレベルで検討されている。INTA は上述の農民プロモーター研修のカリキュラム

を実施に移していくことを検討しているが、そのために必要な INTA の技術普及員（全国

で 180 名）に対する MMO 研修に必要な予算が確保される必要がある。UNAG についても

上述の PCaC はドナーの資金的援助で実施されており、活動拡大の可能性はドナーの資金

が得られるかどうかに左右される。対象各市でも手法の普及に意欲を示しているが、現時

点では活動に必要とする具体的な計画や資金的な裏付けはない状況である。試験的に手法

を導入したティスマ市では、市長が来年度に複数のコミュニティで手法を導入するための

予算を確保する旨、表明している。

（3）技術面

モデルコミュニティではリーダーたちが各手法を習得し、独自に研修を展開している現

状が確認されており、技術面の自立発展性は高いと言える。しかし、その習得度はコミュ

ニティや個人によって差があるため、必要な支援を特定し、フォローアップを行っていく

必要がある。

INTA、UNAG、市役所などの関係機関についてもプロジェクトに従事してきた職員が各

手法を習得し、組織内で他の職員に研修を広めているケースが確認されている。一方、手
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法の研修を受けたそれらの職員がすぐに適切にコミュニティで手法を導入することができ

るわけではないという指摘がある。手法の効果や実際にどのような状況で適用されている

かを理解し、積極的に業務で活用できるようになるための手立てが必要とされる。

（4）ジェンダー、文化・社会、環境面

本プロジェクトでは、女性の積極的な参加を促すために、乳幼児を連れての研修への参

加を認めるなどの配慮を行ってきた。モデルコミュニティの中には、女性の収入向上の事

業として手工芸（織物）や針なしミツバチの養蜂に取り組んだり、女性が生産物を直接消

費者に販売するための直売所を設置するなどの活動が行われており、多くの女性が積極的

に活動に参加している。MMO の研修は特にジェンダーにフォーカスした内容ではないが、

自尊心や自立をテーマとして扱った結果、男女の差なく平等なエンパワーメントが促進さ

れている。このような点から、ジェンダーイシューの緩和に貢献していると言える。

また、本プロジェクトの手法は参加型の分析結果に基づきコミュニティのニーズに沿っ

た活動展開が基本となっていることから、コミュニティの文化・社会・環境面のニーズに

反して自立発展性を阻害するような状況が生じることは考えにくい。

４－２　結論

以上のように、全体として本プロジェクトの目標は達成されたと判断され、本プロジェクトが

導入した手法は農村開発におけるモチベーションや参加型農村開発の必要性への認識を高め各ア

クターの連携を促進する手法として有効性が高いことが確認された。残りのプロジェクト期間に

はマニュアルの改訂やコミュニティ事業のモニタリング・評価など残された活動があるが、それ

らは達成が見込まれている。妥当性、有効性、効率性、インパクトはそれぞれおおむね高いレベ

ルにあると考えられ、自立発展性については対象地域内では活動が継続していくことが見込まれ

ている。よって、日本の協力は現在設定されている協力期間をもって終了することが妥当である。

今後、対象地域での継続的発展を確実なものとし、多くのアクターが望む手法の他地域への拡大

を組織的に具体化していくためには、以下の提言を考慮に入れつつ、関係機関での連携を保持し

ながら自助努力を更に深めていくことが期待される。
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第５章　提言と教訓

５－１　提言

【プロジェクト終了までに行うべきこと】

（1）セミナーの開催

プロジェクト終了までにプロジェクトの成果を関係機関で共有し、プロジェクト終了後の

活動の継続実施を促進するために、以下のようなセミナーを開催すること。

➢　 INTA 及び UNAG のプロジェクト対象地域内外の関係者以外に対し、プロジェクトの活

動、成果等を共有する。また、プロジェクトの手法に関する研修も行う。

➢　�MAGFOR 等の国内機関及び IDB、FAO 等の国際機関に対してプロジェクトの活動、成

果等を共有する。

➢　�対象 3 市の INTA 地域事務所では、それぞれの生産者部会等で紹介すること。

➢　�対象 3 市の市役所では、新市議会などで紹介すること。

（2）2013 年度予算計画の策定

プロジェクト終了後は、コミュニティリーダーの再研修やコミュニティ間の交換会などの

実施経費、新たなコミュニティで本プロジェクトで導入された活動を実施する際に必要と

なる研修やワークショップの実施経費を INTA は予算を要求する必要がある。したがって、

INTA は、プロジェクトチームの支援の下で、2013 年度の活動計画を策定し、必要経費を算

出し 2013 年度の予算要求に盛り込むこと。

（3）補助教材の整備

関係機関の内部研修、プロモーター育成研修等におけるファシリテーター用の補助教材

として、本プロジェクトで形成した手法モデルの意義、内容、各手法（MMO、DPC、EPP）、
実施事例に関する視聴覚教材や印刷教材をプロジェクト終了までに作成する。

【INTA への提言】

（1）本プロジェクトの手法（Alianza Comunitaria）の明文化

本プロジェクトをとおして導入された手法は、農業生産者の動機づけ、問題分析能力、生

産活動の計画・実施能力を高める手法であることが実証され、INTA は、農業普及を実施し

ていくうえで本プロジェクトの手法が極めて有効であることを確認した。これを踏まえ、

INTA に対し以下を提言する。

● 　 農村プロモーション実施戦略の中に、本プロジェクトの手法の意義・内容及び今後の

農業技術普及の重要な手法の 1 つとすることを明記すること。

● 　 INTA は、プロモーターの研修カリキュラムの中に、現在導入済みの MMO のみではなく、

DPC 及び EPP についても取り入れること。

（2）技術者及びプロモーターへの研修

INTA は内部の技術者の研修及びプロモーターの研修において、本プロジェクトの手法の

意義、内容、具体的手法、実施済みの事例を習得させること。
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【UNAG への提言】

（1）普及事業での本プロジェクトの成果の活用

UNAG は、農業生産技術の普及及び農村生活の改善に有効である本プロジェクトの手法を、

PCaC 等の主要な普及事業の実施に活用していくこと。また、対象地域外の PCaC の活動で

も本プロジェクトの手法が導入されるよう、他県のメンバーを巻き込む具体的な方策を検討

するべきである。また、その際に必要な研修は INTA と共同で行うことが望ましい。

【双方への提言】

（1）INTA、UNAG 間の連携促進

本プロジェクトの手法の今後の継続的な活用・実施にあたり、INTA と UNAG は連携をよ

りいっそう促進すること。

（2）市役所等との連携促進

今後、本プロジェクトの手法を継続的に活用・実施していくうえで、コミュニティが所属

する市役所等との連携をよりいっそう促進すること。

（3）本プロジェクトの手法の意義・内容の国家戦略への反映

INTA と UNAG は、現在検討されている国家普及戦略の主要な関係団体であり、持続的な

活動を担保していくため、同戦略において本プロジェクトの手法の意義・内容が反映される

よう努めることが望ましい。

５－２　教訓

（1）EII、ETL を通じた多くのアクターの参加

本プロジェクトにおいて、EII 及び ETL に INTA、UNAG 以外にも市役所等の機関が入っ

ていたことにより、コミュニティで立案された社会開発事業の実施を円滑に行うことができ

た。特定の分野だけではなく、インフラ、教育、保健等様々な事業を参加型開発の手法を用

いて実施する際、特定分野のアクターだけでなく、市役所や民間企業等の参加もすることが

重要である。

（2）自立意識醸成の手法の導入

本プロジェクトにおいては、従来の参加型開発の手法を取りまとめたもの（DPC、EPP）
の前段階にコミュニティの自立意識を醸成し、モチベーションを高める活動（MMO）が

盛り込まれたことが、他の参加型開発に関するプロジェクトとの大きな違いであり、この

MMO が果たした役割は非常に大きいと言える。したがって、参加型開発を中心に据えたプ

ロジェクトを実施する際、MMO のような自立意識を醸成させるプロセスを盛り込むことが

重要である。
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第６章　団長所感

（1）プロジェクトの成果

３市 12 コミュニティでのパイロット事業はおおむね順調に進展し、中には２サイクル目の

プロジェクトを開始したところがある他、別サイトでも２つのパイロットプロジェクトが始ま

るなどの波及効果も認められ、本プロジェクトの手法（Alianza Comuniaria（コミュニティの同盟）

との名称が現地では定着）がコミュニティ開発に有効なものであることが実証されたと言える。

INTA 副長官、UNAG 会長ともに、本プロジェクトの手法が、生産者側の主体性の喚起（動

機づけ）と参加型の自発的な事業実施、さらに市役所等の関係機関と INTA、UNAG との信頼

関係及び連携の促進といった効果を高く評価している。

協力期間延長にあたり課題とされた、MMO（動機付け）、DPC（参加型農村社会調査）、EPP（参

加型計画）等の実施手法の確立とそれらの研修カリキュラム等への適切な反映については、パ

イロットプロジェクトを通じた実証によりマニュアル化や INTA プロモーター用研修カリキュ

ラムへの反映等の作業が進展しており、EMM のワークショップ用教材の作成と EPP のマニュ

アルの改定についてもプロジェクト終了までに完成されるめどが立っている。

プロモーターの育成を通じた、農業生産技術の開発・普及に重点を置いている INTA にとっ

て、生産者側の動機づけと生産者参加型での農村社会の診断分析と計画・実施という本プロ

ジェクトのアプローチは、INTA の普及戦略を補完し農業レベルでの生産性向上を促進させる

重要な手法として認識されつつあるように思われた。INTA は特に生産者側での普及技術の習

得能力の向上を通じて技術の導入が促進されることを期待している。他方、3 年間のプロジェ

クトで養成された INTA 及び UNAG の内部人材は、プロジェクトの成果指標は達成しているも

のの、他地域への展開を進めていくうえでは数的に十分とは言えず、またドナー等の外部リソー

ス（人的、資金的）に事業予算の多くを依存せざるを得ない INTA 及び UNAG において、現在

の実施体制をそのまま維持発展させるには困難が伴うのが現実であり、少なくとも、実証され

た実施手法及び実施体制については、特別プロジェクトとしての位置づけではなく、既存の研

修体制や、通常の普及体制（INTA の中央レベル、地方レベル、その下のプロモーター配置体制）

への実効的な取り込みが必要である。

（2）成果の持続性について

プロジェクトの実施機関である INTA 及び UNAG は、プロジェクトで実証された本プロジェ

クトの手法（MMO による動機づけ、DCP 及び EPP による診断・調査、計画・実施と、EII、
ETL、コミュニティのフォローに基づく実施促進体制、必要に応じた市役所等との連携）を継

続して行きたい意向は有しているものの、双方の機関が直面している厳しい財政状況や人的資

源の制限を踏まえると、プロジェクト実施中の体制をそのまま維持することは困難と思われる。

UNAG のスタッフは無償奉仕活動として本プロジェクトに参加しており、ドナー支援のプロ

ジェクトに従事する等の通常業務に付加された業務については、人件費もドナーの支援に依存

することが多い。UNAG の会長（元農牧大臣、元 INTA 長官）は本プロジェクトのよき理解者

かつ推進者ではあるが、UNAG が通常の予算及び人員で関連事業を実施していくことは困難で

ある。

当面は、全国的な国家機関である INTA が今後の中心的な実施機関となり、本プロジェクト
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の成果の継続及び着実な面的展開を図ることが肝要である。

実態として INTA は独自の事業予算は極めて厳しくドナー資金への依存度が高い。本プロ

ジェクトの手法の活用にあたっては、INTA の技術普及戦略である農村プロモーション実施戦

略（通称：Promotoria Rural）の中に本プロジェクトの手法を活用することが明文化され、研修

カリキュラムに MMO、DCP、EEP の各手法及び Alicanza Comunitaria の事例・経験が反映され

（MMO のみ既にカリキュラムに反映済み）、組織内部の技術者及びプロモーターを通じて確実

に業務に活用されることが重要。通常の研修・ワークショップの実施予算でさえ予算的には不

足しているのが現状であることから他ドナーが支援する関連プログラムにおける活用が強く望

まれる。INTA 側の説明では実施が予定されている IDB プロジェクト（農業省及び INTA の機

能強化を目的としており、プロモーターを活用した小規模農家の生産性向上も含まれる）にお

いて活用することが述べられた。（実施中の JICA の別案件「小規模農家のための持続的農業技

術普及プロジェクト」（2013 年 3 月終了が予定される。）の成果についても、上記の IDB プロジェ

クトに継承される見通しである。）

UNAG も参加組合団体、生産者組織等への支援事業は、他ドナーの支援事業の形で実施

されている。マナグア県支部の代表者（本プロジェクトの UNAG 側主要カウンターパート

（Counterpart：C/P））によれば、JICA プロジェクトの成果は、今後 FAO、スウェーデン組合連

合の支援を得て実施する事業の中で活用されるとのことであった。

パイロットプロジェクトの内容は社会開発分野（水、保健、農外産業、農村インフラ等）が

多く取り上げられており市役所と連携しつつ実施されているが、INTA 及び UNAG のイニシア

ティブ上は、農業分野（生産、流通、販売）での事業実施を優先していくのが望ましい。

IDB の農村開発、自然環境保全、観光、防災等のセクター担当者との情報・意見交換から

得た感触として INTA が Promotoria Rural の中で本プロジェクトの手法をオーソライズすれば、

IDB が近々開始予定の INTA を実施機関とする「農業生産性向上プロジェクト」の中で活用さ

れる可能性は十分にあると思われた。評価報告書とミニッツを IDB に送り共有することにし、

またプロジェクトの最終セミナーへの参加を依頼した。

INTA や UNAG の現場レベルでの普及活動や、各コミュニティレベルの事業支援及び他地域

への展開支援のために、青年海外協力隊の活用も検討の余地があるのではないかと思われる。

（3）プロジェクト終了までの活動

本案件の成果を組織内に周知し終了後の取り組み方針を確認する終了時セミナーと、外部の

関連団体（UNAG、市役所、大学、自治省、ドナー）に対するセミナーを開催することが有効

と思われる。その際、プロモーターを通じた農業技術普及のコンポーネントを含む事業に対し

支援しているドナーの参加を得て、本プロジェクトの手法の有用性の周知を図るべきである。

補助教材（MMO 講義のビデオ教材等）を作成することも重要である。特に、2000 年から継

続して派遣され、MMO 手法の完成に多大な功績を遺した野原専門家（日系ブラジル人専門家）

による指導内容は、指導者用の教材として活用価値が高いと思われる。

（4）その他

JICA が実施する農業分野の 3 案件がほぼ同時期に終了する予定であること、また３案件と

もに INTA の普及事業に関連する内容であることから、それぞれの成果が連携しつつ維持発展
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させられる部分があると思われる。具体的には INTA の事業戦略（Promotoria Rural）や、国家

普及戦略（農業省が主管し、経済省、INTA、UNAG 等の関係機関及び主要ドナーも参加して

策定作業が進行中）など、農業分野事業の政策・戦略の中への JICA プロジェクトの成果の反

映を促進させるべきであり、JICA 事務所は、IDB 等の他ドナーが支援する関連分野のプロジェ

クト検討作業や、国家普及計画の策定作業に積極的に参加又は関与することが望ましい。

参加型農業農村開発プロジェクトは多数ある中で、参加者の自立意識の醸成、オーナーシッ

プの確立はもっとも重要であるが、本プロジェクトでは自立意識醸成の部分に特化した MMO
という手法を確立・導入したことが最大の成功要因の 1 つである。その際、行政サービス側自

身が自立意識醸成の重要性及びそのための手法を理解しているかが大事だと認識させられた。

農業大学等で本プロジェクトの手法を研究する動きがある。今回は同行に関する詳細な調査

はできなかったが、参加型開発手法として大学が MMO 等に関心を持ち出したことは興味深い。

今後の動向をフォローすることも有意義であると思われる。

本件のように、ドナー資金への依存体質の強い実施機関を相手にし、終了後の人的・資金的

リソース確保上の問題が予見される場合には、プロジェクトの早い段階から、協力終了後の現

実的な体制構築のために、ドナー連携を含む仕組みづくりを進めること及び農業普及政策上の

ある程度高いレベルでの政策への反映作業を始めることに留意するべきと思われた。



付　属　資　料

１．調査日程

２．主要面談者

３．PDM（和文）

４．日本側投入実績

５．ニカラグア側投入実績

６．研修実績

７．成果品リスト

８．ミニッツ



１．調査日程 

日付 活動 

10 月 22 日 月 AM 

 

PM 

聴取調査：カウンターパート 

聴取調査：INTA 副長官のヒアリング 

聴取調査：UNAG 会長のヒアリング 

打合せ：ニカラグア側評価委員 

10 月 23 日 火 AM 

PM 

打合せ：JICA ニカラグア事務所 

聴取調査：カウンターパート・日本人専門家 

10 月 24 日 水 AM 

PM 

現地踏査：マサテペ市 El Arenal、El Pochote 

会合及び聴取調査：INTA 太平洋南部事務所・UNAG マサテペ支部・マサテペ市役所 

現地踏査：マサテペ市 Nuevo Amanecer、Campos Azules 

10 月 25 日 木 AM 

PM 

現地踏査：ティピタパ市 San Blas、San Benito Agrícola 

現地踏査：ティピタパ市 Chilamatillo、Zambrano 

表敬及び聴取調査：ティピタパ市長 

10 月 26 日 金 AM 

PM 

現地踏査：マタガルパ市 Nuestra Tierra、Ocotal 

現地踏査：マタガルパ市 Jucuapa Centro、Limixito 

会合及び聴取調査：UNAG マタガルパ支部、INTA 中央北部事務所、マタガルパ市役所

10 月 27 日 土 終日 資料整理・報告書作成 

10 月 28 日 日 終日 資料整理・報告書作成 

10 月 29 日 月 AM 

PM 

会合及び聴取調査：シウダ・サンディーノ市、Cuajachillo＃2 代表者  

会合及び聴取調査：ティスマ市、San Ramon 代表者 

（岩谷・鈴木・櫻井マナグア着） 

10 月 30 日 火 AM 

 

 

PM 

打合せ：JICA ニカラグア事務所 

聴取調査：カウンターパート  

聴取調査：INTA 副長官 

聴取調査：UNAG 会長 

聴取調査：カウンターパート  

10 月 31 日 水 AM 

 

PM 

聴取調査：日本人専門家・カウンターパート 

UNAG マナグア県支部内プロジェクト事務所訪問 

団内協議  

11 月 1 日 木 AM 

 

PM 

聴取調査：ティピタパ市長 

現地踏査：ティピタパ市 San Blas 

現地踏査：農民マーケット、ティピタパ市 San Benito Agrícola 

UNAG ティピタパ支部事務所／妊婦の家開所式 

11 月 2 日 金 終日 合同評価委員協議 

11 月 3 日 土 終日 団内協議・報告書作成 

11 月 4 日 日 終日 団内協議・報告書作成 

11 月 5 日 月 AM 

PM 

合同評価委委員協議 

報告書作成 

11 月 6 日 火 AM 

 

PM 

聴取調査：INTA 技術部長 

合同評価委員協議 

報告書修正・合同評価報告書署名 

11 月 7 日 水 AM 

PM 

聴取調査：IDB 農業セクター担当者 

JCC 

11 月 8 日 木  在ニカラグア日本大使館報告 

JICA ニカラグア事務所報告 

11 月 9 日 金 AM マナグア出発 

11 月 10 日 土 AM アトランタ出発 

11 月 11 日 日 PM 成田着 
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１．調査日程



２．主要面談者 

 

【INTA 関係者】 

Miguel Obando   副長官 

Elvens Sánchez   総合栽培管理プログラム部長 

Fátima Bolaño   太平洋南部地域事務所長 

Mercedes Castillo  中央北部地域事務所長 

Nasser Carrillo   C/P（コーディネーター）／計画部ドナー支援担当 

Sebastián Salinas   C/P／ポストハーベストプログラムコーディネーター 

Carlos Echegoyen  C/P／研修スペシャリスト 

José León Ruiz   C/P／マサテペ組織開発室スペシャリスト 

Luis Urbina   C/P／総合栽培管理スペシャリスト 

Arsenio Rayo   C/P／マタガルパ組織開発室スペシャリスト 

Roger Bolaño   マサヤ市事務所長 

Javier Rodríguez   マサヤ市事務所技術普及員 

Ana Alanís   マナグア事務所ティピタパ市担当技術普及職員 

 

【UNAG 関係者】 

Álvaro Fiallo   会長 

Dolores Roa   C/P（コーディネーター）／マナグア県支部長 

Ana Julia García   C/P／ティピタパ市支部長 

Bernardo Cardenal Traña  マサヤ県支部長 

Boanerges Ruiz   C/P／マサヤ県副支部長 

Encarnación Calero  ティピタパ市副支部長 

José Solórzano   マタガルパ県支部長 

 

【マサテペ市役所関係者】 

Jamilethe López   副市長 

Sonia Sequeira   市議会秘書 

Mauricio Blanco   環境担当職員 

 

【ティピタパ市役所関係者】 

César Vásquez   市長 

Ligia Ulloa   副市長 

Leopardo Bello   市議会秘書 

 

【マタガルパ市役所関係者】 

Álvaro Palma   海外協力担当職員 
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２．主要面談者



Juana García   環境課職員 

Sonia Riva   環境課職員 

 

【シウダ・サンディーノ市役所関係者】 

Cecilia Altamirano  市長 

Héctor Almendarez Orozco  計画部長 

José Asdrúbal Pérez  市営墓地担当 

Rosa Varela Carranza  市議会議員 

Miguel Ángel Martínez  税務担当職員 

José Noé Ramírez Avilés  環境担当職員 

Mario Manzanares Gonzales コミュニティ担当職員 

Josefina López   コミュニティ担当職員 

 

【ティスマ市役所関係者】 

Imel Hernández Sotelo  市長 

Patricia Luna Caldera  副市長 

Lilian Urbina   市議会秘書 

Asunción Maltes   副市長アシスタント 

Francisca Aburto    

Melissa López   固定資産担当職員 

Huguet Sánchez   女性・子ども支援担当職員 

 

【その他ニカラグア側関係者】 

Evelin Aburto   マサヤ県国会議員 

 

【日本側関係者】 

九笹 逸郎   専門家（プロジェクト運営管理/参加型開発） 
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メ

ン
バ

ー
の

40
％

が
自

立
意

識
の

醸
成

と
組

織
化

を
促

進

す
る

た
め

の
セ

ミ
ナ

ー
を

運
営

(フ
ァ

シ
リ
テ

ー
ト

)で
き

る
。

 
6
) 

EI
Iが

自
立

意
識

の
醸

成
と

組
織

化
を

推
進

す
る

た
め

の
セ

ミ
ナ

ー

を
実

施
す

る
。

 

1
) 

実
施

マ
ニ

ュ
ア

ル
 

2
) 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
関

係
資

料
 

3
) 

セ
ミ
ナ

ー
実

施
報

告
資

料
 

4
) 

セ
ミ
ナ

ー
実

施
報

告
資

料
 

5
) 

セ
ミ
ナ

ー
実

施
報

告
資

料
 

6
) 

セ
ミ
ナ

ー
実

施
報

告
資

料
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３．PDM（和文）



 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 活
動

 
投

入
 

･本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

対
す

る
農

村
地

域
の

コ
ミ
ュ

ニ
テ

ィ
と

関
係

機
関

か
ら

理
解

と
協

力
が

得
ら

れ
る

。
 

1-
1.

農
村

参
加

型
農

村
調

査
（D

PR
）及

び
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
評

価
手

法
の

内
容

を
決

定
し

、
実

施
マ

ニ
ュ

ア
ル

を
作

成
す

る
。

 
1-

2.
モ

デ
ル

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

及
び

ET
L

の
メ

ン
バ

ー
を

選
出

す
る

。
 

1-
3.

参
加

型
農

村
開

発
の

フ
ァ

シ
リ

テ
ー

タ
ー

と
し

て
ET

L
メ

ン
バ

ー
を

育
成

す
る

た
め

に
、

セ
ミ

ナ
ー

(自
立

意
識

の
醸

成
、

組
織

化
、

参
加

型
農

村
調

査
及

び
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
評

価
）
を

実
施

す

る
。

 
1-

4.
自

立
意

識
の

醸
成

及
び

組
織

化
を

促
進

す
る

た
め

、
モ

デ
ル

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

の
代

表
者

の
た

め
の

セ
ミ

ナ
ー

を
実

施
す

る
。

 
1-

5.
対

象
地

域
外

で
意

欲
の

あ
る

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

や
地

方
行

政
機

関
等

に
対

し
、

自
立

意
識

の
醸

成
及

び
組

織
化

を
促

進
す

る

た
め

の
セ

ミ
ナ

ー
を

実
施

す
る

。
 

1-
6.

セ
ミ

ナ
ー

を
見

直
し

、
改

善
す

る
。

 

＜
N

ic
ar

ag
ua

＞
 


 

Pr
oj

ec
t’s

 
C

/P
 


 

Pr
oj

ec
t O

ff
ic

e 
in

cl
ud

in
g 

fu
rn

itu
re

, b
as

ic
 e

qu
ip

m
en

t a
nd

 b
as

ic
 fa

ci
lit

ie
s, 

te
le

ph
on

e,
 In

te
rn

et
 c

on
ne

ct
io

n 


 
M

ac
hi

ne
ry

 a
nd

 E
qu

ip
m

en
t n

ec
es

sa
ry

 o
ｆ t

he
 im

pl
em

en
ta

tio
n 

of
 th

e 
Pr

oj
ec

t 


 
Ex

pe
ns

e 
fo

r t
he

 im
pl

em
en

ta
tio

n 
of

 th
e 

Pr
oj

ec
t i

nc
lu

di
ng

 p
er

so
nn

el
 c

os
t o

f C
/P

 
 

＜
Ja

pa
n＞

 


 
Lo

ng
 T

er
m

 E
xp

er
t(1

-P
ro

je
ct

 M
an

ag
em

en
t/ 

pa
rti

ci
pa

to
ry

 d
ev

el
op

m
en

t, 
36

M
M

) 


 
Sh

or
t T

er
m

 E
xp

er
t (

Se
lf-

he
lp

 / 
O

rg
an

iz
in

g)
 


 

Im
pl

em
en

ta
tio

n 
of

 T
ra

in
in

g 
co

ur
se

 in
 Ja

pa
n 

or
 T

hi
rd

 C
ou

nt
ry

  


 
M

at
er

ia
ls

 a
nd

 e
qu

ip
m

en
t 


 

C
om

pl
em

en
ta

tio
n 

pa
rt 

of
 th

e 
op

er
at

io
na

l c
os

ts
 

 

  成
果

２
 

モ
デ

ル
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
の

農
村

開
発

へ
の

参
加

が
促

進
さ

れ
る

と
と

も
に

、
行

政
機

関
等

の
支

援
能

力
が

向
上

す
る

。
 

1
)2

4
以

上
の

問
題

が
優

先
度

の
高

い
も

の
と

し
て

選
出

さ
れ

る
。

 

2
) 

優
先

度
の

高
い

問
題

へ
の

解
決

策
を

検
討

す
る

た
め

の
集

会
が

2
4

回
以

上
(各

コ
ミ
ュ

ニ
テ

ィ
で

2
回

以
上

)、
関

係
機

関
と

モ
デ

ル
コ

ミ
ュ

ニ

テ
ィ

の
間

で
開

催
さ

れ
る

。
 

3
) 

パ
イ

ロ
ッ

ト
事

業
の

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
・
評

価
報

告
書

が
作

ら
れ

る
。

 

4
) 

パ
イ

ロ
ッ

ト
事

業
の

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
・
評

価
の

結
果

を
共

有
す

る
た

め

の
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
集

会
が

2
4

回
以

上
(各

コ
ミ
ュ

ニ
テ

ィ
2

回
以

上
)開

催

さ
れ

る
。

  

5
) 
モ

デ
ル

コ
ミ
ュ

ニ
テ

ィ
間

の
パ

イ
ロ

ッ
ト
事

業
経

験
を

分
か

ち
あ

う
た

め

に
3

回
以

上
(各

市
で

1
回

以
上

)、
相

互
訪

問
・
会

話
・
セ

ミ
ナ

ー
を

実

施
す

る
。

  

6
) 

農
村

開
発

手
法

及
び

プ
ロ

セ
ス

の
改

善
計

画
が

作
成

さ
れ

る
。

 

1
) 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
関

係
資

料
 

2
) 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
関

係
資

料
  

3
) 

パ
イ

ロ
ッ

ト
事

業
の

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
・
評

価
報

告
書

 

4
) 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
関

係
資

料
 

5
) 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
関

係
資

料
  

 

6
) 

農
村

開
発

手
法

及
び

プ
ロ

セ
ス

の
改

善
計

画
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2-
1.

 モ
デ
ル
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
で
参
加
型
農
村
開
発
調
査
（D

PR
）
を

実
施
す
る
。

 
2-

2.
 参

加
型
農
村
開
発

(D
PR

)の
結
果
か
ら
モ
デ
ル
コ
ミ
ュ
ニ
テ

ィ
の
問
題
を
抽
出
す
る
。

 
2-

3.
 コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
集
会
を
通
じ
て
、
そ
れ
ぞ
れ
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
で

参
加
型
農
村
開
発
調
査
の
結
果
の
共
有
と
、
優
先
度
の
高
い
問

題
の
選
出
を
支
援
す
る
。

 
2-

4.
 モ

デ
ル
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
が
優
先
度
の
高
い
問
題
へ
の
実
現
可

能
な
解
決
策
を
リ
ス
ト
ア
ッ
プ
す
る
の
を
支
援
す
る
。

 
2-

5.
 地

方
行
政
府
と
他
の
関
連
機
関
と
共
に
、
優
先
度
の
高
い

問
題
へ
の
実
現
可
能
な
解
決
策
を
選
定
す
る
。

 
2-

6.
 地

方
行
政
府
や
そ
の
他
の
関
係
機
関
の
支
援
を
得
て
パ
イ

ロ
ッ
ト
事
業
を
実
施
す
る
。

 
2-

7.
 パ

イ
ロ
ッ
ト
事
業
を
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・
評
価
す
る
。

 
2-

8.
 コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
集
会
を
通
じ
て
、
モ
デ
ル
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
メ
ン

バ
ー
と
パ
イ
ロ
ッ
ト
事
業
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・
評
価
の
結
果
を
共
有

す
る
。

 
2-

9.
 相

互
訪
問
、
会
話
、
セ
ミ
ナ
ー
を
通
じ
、
モ
デ
ル
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

間
の
パ
イ
ロ
ッ
ト
事
業
の
経
験
を
共
有
す
る
。

 
2-

10
. 参

加
型
農
村
開
発
実
施
手
法
と
そ
の
プ
ロ
セ
ス
を
検
討
す

る
。
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1. 専門家派遣 

(1) 長期専門家 

No. 氏 名 指 導 科 目 派 遣 期 間 

1 九笹 逸郎 プロジェクト運営管理/参加型開発 2009 年 3 月 24 日 - 2013 年 3 月 23 日 

 

(2) 短期専門家 
No. 氏 名 指 導 科 目 派 遣 期 間 

1 ノハラ テツオ 自立意識向上/組織化 2009 年 6 月 1 日 - 2009 年 9 月 30 日 

2010 年 2 月 1 日 - 2010 年 5 月 31 日 

2010 年 8 月 26 日 - 2010 年 10 月 29 日

2011 年 1 月 31 日 - 2011 年 6 月 30 日 

2011 年 9 月 1 日 - 2011 年 12 月 14 日

2012 年 2 月 1 日 - 2012 年 6 月 30 日 

2 村上 友美子 参加型開発 2012 年 4 月 16 日 - 2012 年 6 月 4 日 

3 塙 暢昭 ファシリテーション技術の向上 2012 年 6 月 10 日 - 2012 年 6 月 27 日 

 

2. 本邦研修 
No. 氏 名 所属機関 役職 研修分野 研修場所 派遣期間 

1 Maritza Fuente 国立農牧技術庁 

(INTA) 

研修部長 生活改善 日本 2010.03.03 - 2010.03.21 

2 Boanergeｓ Ruiz 農牧業者連合会 

(UNAG) 

マ サ ヤ 支 部 副

支部長 

生活改善 日本 

グアテマラ

ドミニカ共

和国 

2010.09.25 - 2010.10.22 

3 Francisco Diaz 農牧業者連合会 

(UNAG) 

Limixto 代表 

4 Mauricio Betate マサテペ市役所 環境課長 ご み 処 理

環境改善 

日本 2011.08.09 - 2011.09.23 

5 Ana Julia García 農牧業者連合会 

(UNAG) 

ティピタパ支部

長 

生活改善 日本 2011.01.15 - 2011.01.28 

6 Carmen Tapia 農牧業者連合会 

(UNAG) 

マ サ テ ペ 支 部

女性部長 

地 域 経 済

開発 

日本 2012.01.04 - 2012.02.04 

7 Roberto Hernandez 農牧業者連合会 

(UNAG) 

マタガルパプロ

モーター 

地 域 経 済

開発 

日本 2012.02.11 - 2012.03.19 

8 Mario Aguilar 農牧業者連合会 

(UNAG) 

Ocotal 代表 有機農業 日本 2012.2.5 - 2012.2.26 

9 Gerardo Rodriguez 農牧業者連合会 

(UNAG) 

Jucuapa Centro 

代表 

10 Concepcion 

Martinez 

農牧業者連合会 

(UNAG) 

Nuevo 

Amanecer 代表

11 Eugenia Pineda 農牧業者連合会 

(UNAG) 

San Benito 

Agricola 代表 

12 Orlando Gutierrez 農牧業者連合会 

(UNAG) 

Campos Azules

代表 

13 Genaro Moya 農牧業者連合会 

(UNAG) 

マサテペプロモ

ーター 

有機農業 コスタリカ 

日本 

2012.06.08 - 2012.09.14 
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3. 機材供与 
年度 No. 機材名 メーカー 型式 数量 金額 (US$) 受取日 設置場所 利用 

頻度 

管理

状況

供与先 

平成 

21 年

度 

1 車輌 Toyota Hi Lux 1 25,000.00 2009.11.17 INTA 

Central 

A A INTA 

2 ラップトップコ

ンピューター 

HP 

Compaq 

6530B 4 4,944.00 2009.9.16 INTA 

Central 

A A INTA 

3 デスクコンピュ

ーター 

HP 

Compaq 

DX-2400 2 1,670.00 2009.9.16 INTA 

Central 

A A INTA 

4 コピー機 Xelox Workcentre 

5020 

1 3,000.00 2009.9.16 INTA 

Central 

A A INTA 

5 プロジェクター EPSON Powerlite 1 759.00 2009.9.16 INTA 

Central 

B A INTA 

6 ビデオカメラ Sony Handycam 2 1,194.00 2009.9.16 INTA 

Central 

B A INTA 

7 デジタルカメラ Kodak M-340 2 430.00 2009.9.16 INTA 

Central 

B A INTA 

8 家具 Amuebliza Archivador 2 1,724.00 2009.9.11 INTA 

Central 

A B INTA 

9 デスクコンピュ

ーター 

HP DX-2400 5 3,620.00 2009.12.21 UNAG  A A UNAG 

10 コピー機 Canon 1R'1019J 1 690.00 2009.12.21 UNAG 

Managua 

C C UNAG 

平成 

22 年

度 

11 車輌 Hyundai Santa Fe 1 24,900.00 2010.9.26 INTA 

Central 

A A UNAG 

12 コピー機 Xelox Workcentre 

5020 

1 3,000.00 2011.3.14 UNAG 

Managua 

A B UNAG 

平成 

23 年

度 

13 ラップトップコ

ンピューター 

Samsung NP-RV411 2 1,000.00 2011.7.13 INTA 

Central 

A A INTA 

合計       71,931.00           

<利用状況> A: 毎日  B: 週に一度  C: 時々     

<管理状況> A: 良好  B: 修理必要  C: 破損         

 

4. 現地業務費 
機 関 執行期間 総 額 （コルドバ） 総 額 （日本円） 備 考 

国際協力機構 

（JICA） 

2009 年 4 月～2010 年 3 月 1,722,873 6,891,492 1 コルドバ= 4 円 

2010 年 4 月～2011 年 3 月 2,024,915 8,099,660 1 コルドバ= 4 円 

2011 年 4 月～2012 年 3 月 4,428,227 15,498,795 1 コルドバ= 3.5 円 

2012 年 4 月～2012 年 6 月 700,443 2,451,550 1 コルドバ= 3.5 円 

総    額 8,876,458 32,941,497   
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1. カウンターパートの配置 

No. 名前 所属機関 役職 

1 Karla Nicaragua INTA 手法コーディネーター 

2 Sebastián Salinas INTA ポストハーベストプログラムコーディネーター 

3 Nasser Carrillo INTA ATP、ATC、Alianza Comunitaria コーディネーター 

4 Carlos Echegoyen INTA 研修スペシャリスト 

5 Luis Urbina INTA 総合栽培管理スペシャリスト 

6 José León Ruiz INTA マサテペ組織開発室スペシャリスト 

7 Arsenio Rayo INTA マタガルパ組織開発室スペシャリスト 

8 Ana Julia Garcia UNAG ティピタパ市支部長 

9 Boanerges Ruiz UNAG マサヤ県支部副支部長 

10 Jaime Pedersen UNAG マタガルパ担当プロモーター 

11 Dolores Roa UNAG マナグア県支部長 

12 Carmen Raudes UNAG サン・ベニート・アグリコラ担当 

13 Francisco Diaz UNAG リミキシト担当 

14 Juan José Calero  UNAG カンポス・アスレル担当 
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1. EII が ETL に対して実施した MMO 研修 
No- 年 日付 日数 場所 テーマ 参加者 参加人数

1 2009 06/6-10 5 INTA CNIAB 自己啓発と組織作り
の再確認 

EII メンバー 22 

2 2009 08/4-5 2 Masatepe MMO 研修 ETL Masatepe 23 
3 2009 08/20 1 Masatepe MMO 再研修 ETL Masatepe 11 
4 2009 08/24 1 Matagalpa MMO 研修 ETL Matagalpa 23 
5 2009 08/31 1 Matagalpa MMO 研修 ETL Matagalpa 19 
6 2009 09/8-9 2 Tipitapa MMO 研修 ETL Tipitapa 20 
7 2009 09/10 1 INTA CNIAB MMO 再研修 EII 20 
8 2009 10/1-2 2 UNAG Nacional MMO 再研修 EII 17 
9 2009 10/6 1 Nuevo Amanecer MMO 再研修 ETLMasatepe 7 
10 2009 10/12 1 Jucuapa Centro y Limixto MMO 再研修 ETL Matagalpa 12 
11 2009 10/20 1 Jucuapa Centro y Limixto MMO 再研修 ETL Matagalpa 12 
12 2009 11/6 1 Nuevo Amanecer MMO 再研修 ETL Masatepe 7 
13 2009 12/9 1 Matagalpa MMO 研修 ETL 25 
14 2009 12/10 1 San Blas MMO 再研修 ファシリテーター(ETL) 9 
15 2010 01/10 1 Zambrano MMO 再研修 ETL 及びアシスタント 10 
16 2010 01/10 1 San Benito Agrícola MMO 研修 ETL 及びアシスタント 14 
17 2010 01/17 1 Chilamatillo MMO 再研修 ETL 及びアシスタント 11 
18 2010 01/22 1 Jucuapa Centro MMO 再研修 ETL 及びアシスタント 21 
19 2010 02/17 1 San Benito Agrícola MMO 研修 ETL 10 
20 2010 04/5 1 Matagalpa MMO 研修 ETL 20 
21 2010 04/19-20 2 Managua MMO 研修 EII 19 
22 2010 04/28 1 Chilamatillo MMO 再研修 教員 26 
23 2012 06/07 1 Masatepe  SWOT ディスカッシ

ョン 
市の EII メンバー 7 

24 2012 06/10 1 Masatepe  SWOT プレゼンテー
ション 

市の EII 及び ETL メンバ
ー 

17 

25 2010 06/16 1 Matagalpa EII 会合 EII 4 
26 2010 07/01 1 Jucuapa Centro EII 及び ETL 会合 EII, ETL 20 
27 2010 08/03 1 Managua 精神衛生に関する談

話 
EII 26 

28 2010 08/04 1 Masatepe  EII 及び ETL 会合 ETL, EII 26 
29 2010 08/26 1 Pochote  自己啓発と組織作り コミュニティ 31 
30 2010 09/03 1 Masatepe EII 及び ETL 会合 ETL, EII 23 
31 2010 09/23 1 UNAG-Managua Taller de capital social ETL 15 
32 2010 10/05 1 Masatepe EII 及び ETL 会合 EII, ETL 19 
33 2010 10/07 1 Tipitapa EII 及び ETL 会合 EII,ETL 31 
34 2010 10/08 1 Matagalpa EII 及び ETL 会合 EII,ETL 19 
35 2010 10/25 1 San Blas ETL 及び支援グルー

プ会合 
ETL 9 

36 2010 11/04 1 Masatepe ETL 及び支援グルー
プ会合 

ETL 15 

37 2010 11/16 1 Managua  EII 会合 EII 25 
38 2010 12/02 1 Masatepe EII 及び ETL 会合 EII,ETL 28 
39 2011 01/22 1 Jucuapa Centro MMO 再研修 ETL 及びアシスタント 21 
40 2011 01/30 1 Zambrano MMO 研修 Comunidad 22 
41 2011 01/22 1 San Benito Agrícola ETL 及び支援グルー

プ会合 
ETL 及び支援グループ 38 

42 2011 05/06 1 INTA Masatepe  MMO 研修 EII, ETL, PCAP 29 
43 2011 05/31 1 INTA Masatepe  MMO 研修 EII, ETL, PCAP 28 
44 2011 06/20 1 INTA Masaya MMO 研修 技術普及員  9 
45 2011 07/13-14  2 Managua - INTA  MMO 研修 技術普及員 28 
46 2011 08/08  1 INTA Masaya  MMO 研修 技術普及員 10 

－ 44 －
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47 2011 08/22  1 INTAMasaya MMO 研修 技術普及員 15 
48 2011 08/26 1 Pcap Masaya MMO 研修 ETL, EII, Pcap 21 
49 2011 08/30- 31 2 INTA Matagalpa MMO 研修 コミュニティ 28 
50 2011 10/06- 07 2 UNAG- Matagalpa MMO 研修 Pcac 35 
51 2011 10/22 1 INTA-Pacífico sur  MMO 研修 ファシリテーター 12 
52 2011 10/28  1 Ciudad Darío- Matagalpa MMO 研修 Pcac 及びプロモーター 23 
53 2011 11/15 1 Masaya MMO 研修 技術普及員 49 
54 2011 11/18 1 Dulce Nombre de Jesús, 

Ciudad Darío 
MMO 研修 Pcac 13 

55 2012 01/15 1 Limixto MMO 研修 ETL 40 
56 2012 02/08-10, 

13  
4 Masatepe MMO 研修 市役所 18 

57 2012 03/13-16  4 Masatepe MMO 研修 市役所 15 
58 2012 06/15  1 Limixto.Matagalpa MMO 研修 農民及び教員 16 
59 2012 06/25 1 UNAG Managua ファシリテーション

研修 
ETL 18 

60 2012 06/26 1 UNAG Managua ファシリテーション
研修 

ETL 25 

合計 77    1186 
 
2. ETL がコミュニティに対して実施した MMO 研修 
No- 年 日付 日数 場所 テーマ 参加人数 
1 2009 07/24 1 Campos Azules 自己啓発と組織作り 18 
2 2009 07/25-26 2 Campos Azules 自己啓発と組織作り 18 
3 2009 07/30-31 2 Campos Azules 自己啓発と組織作り 18 
4 2009 08/01-02 2 Campos Azules 自己啓発と組織作り 15 
5 2009 08/06-07 2 Campos Azules 自己啓発と組織作り 17 
6 2009 08/08-09 2 Campos Azules 自己啓発と組織作り 15 
7 2009 08/13-14 2 Campos Azules 自己啓発と組織作り 13 
8 2009 08/29 1 Campos Azules 自己啓発と組織作り 18 
9 2009 08/30 1 Campos Azules 自己啓発と組織作り再研修 11 
10 2009 09/05 1 Campos Azules 自己啓発と組織作り 12 
11 2009 09/11 1 Campos Azules 自己啓発と組織作り再研修 8 
12 2009 09/12 1 Campos Azules 自己啓発と組織作り 12 
13 2009 10/09 1 Campos Azules 自己啓発と組織作り再研修 0 
14 2009 11/28 1 Campos Azules 自己啓発と組織作り 28 
15 2011 05/07 1 Campos Azules  MMO 研修 15 
16 2011 05/14 1 Campos Azules  MMO 研修 12 
17 2011 06/04 1 Campos Azules  MMO 研修 14 
18 2009 08/15-16 2 Nuevo Amanecer 自己啓発と組織作り 15 
19 2009 08/27-28 2 Nuevo Amanecer 自己啓発と組織作り 19 
20 2009 09/03-04 2 Nuevo Amanecer 自己啓発と組織作り 12 
21 2009 09/11 1 Nuevo Amanecer 自己啓発と組織作り 4 
22 2009 09/17 1 Nuevo Amanecer 自己啓発と組織作り 6 
23 2009 12/01 1 Nuevo Amanecer 自己啓発と組織作り 11 
24 2010 06/15  1 Nuevo Amanecer 自己啓発と組織作り 32 
25 2010 06/19 1 Nuevo Amanecer 自己啓発と組織作り 33 
26 2010 06/24 1 Nuevo Amanecer 自己啓発と組織作り 30 
27 2010 06/28 1 Nuevo Amanecer 自己啓発と組織作り 28 
28 2010 08/16 1 Nuevo Amanecer 自己啓発と組織作り 25 
29 2010 08/20 1 Nuevo Amanecer 自己啓発と組織作り 27 
30 2010 08/21 1 Nuevo Amanecer 自己啓発と組織作り 27 
31 2010 08/28  1 Nuevo Amanecer 自己啓発と組織作り 39 
32 2010 08/29  1 Nuevo Amanecer 自己啓発と組織作り 49 
33 2010 09/19 1 Nuevo Amanecer 自己啓発と組織作り 55 
34 2010 10/04 1 Nuevo Amanecer 自己啓発と組織作り 57 

－ 45 －



35 2009 12/04  1 El Pochote 自己啓発と組織作り 30 
36 2010 02/16 1 El Pochote 自己啓発と組織作り 30 
37 2010 04/09 1 El Pochote 自己啓発と組織作り 52 
38 2010 05/12 1 El Pochote 自己啓発と組織作り 30 
39 2010 05/04 1 El Pochote 自己啓発と組織作り 43 
40 2010 06/27 1 El Pochote 自己啓発と組織作り 30 
41 2010 07/04 1 El Pochote 自己啓発と組織作り 33 
42 2010 08/06  1 El Pochote 自己啓発と組織作り 22 
43 2010 08/19  1 El Pochote 自己啓発と組織作り 18 
44 2010 09/07  1 El Pochote 自己啓発と組織作り 25 
45 2010 09/21  1 El Pochote 自己啓発と組織作り 75 
46 2011 08/08  1 El Pochote  MMO 研修 44 
47 2011 07/15  1 El Pochote  MMO 研修 17 
48 2011 07/25  1 El Pochote  MMO 研修 19 
49 2010 07/10  1 Pochote  自己啓発と組織作り 23 
50 2010 07/28  1 Pochote  自己啓発と組織作り 28 
51 2010 08/26  1 Pochote  自己啓発と組織作り 24 
52 2010 01/15  1 El Arenal 自己啓発と組織作り 26 
53 2010 02/20 1 El Arenal 自己啓発と組織作り 30 
54 2010 03/05  1 El Arenal 自己啓発と組織作り 31 
55 2010 04/16 1 El Arenal 自己啓発と組織作り 16 
56 2010 05/16  1 El Arenal 自己啓発と組織作り 42 
57 2010 05/23 1 El Arenal 自己啓発と組織作り 23 
58 2010 06/05  1 El Arenal  自己啓発と組織作り 22 
59 2010 08/07  1 El Arenal 自己啓発と組織作り 23 
60 2010 08/21  1 El Arenal 自己啓発と組織作り 29 
61 2010 09/04  1 El Arenal 自己啓発と組織作り 24 
62 2010 10/17  1 El Arenal 自己啓発と組織作り 28 
63 2010 11/20  1 El Arenal 会合 31 
64 2010 11/27  1 El Arenal 自己啓発と組織作り 43 
65 2010 11/28  1 El Arenal 自己啓発と組織作り 42 
66 2010 09/13 1 El Arenal  自己啓発と組織作り 35 
67 2009 09/21-24 4 San Blas 自己啓発と組織作り 25 
68 2009 11/27  1 San Blas 自己啓発と組織作り 25 
69 2009 12/14-17  4 San Blas 自己啓発と組織作り 25 
70 2011 06/16-17  2 San Blas  MMO 研修 20 
71 2011 06/28-29  2 San Blas  MMO 研修 30 
72 2009 09/23-26  4 San Benito Agrícola 自己啓発と組織作り 20 
73 2010 01/04  1 San Benito Agrícola 自己啓発と組織作り再研修 12 
74 2010 01/16 1 San Benito Agrícola 自己啓発と組織作り 35 
75 2010 01/23  1 San Benito Agrícola 自己啓発と組織作り 36 
76 2010 02/13  1 San Benito Agrícola 自己啓発と組織作り 31 
77 2010 02/20  1 San Benito Agrícola 自己啓発と組織作り 30 
78 2010 04/10  1 San Benito Agrícola 自己啓発と組織作り 31 
79 2010 04/17 1 San Benito Agrícola 自己啓発と組織作り 32 
80 2011 01/08  1 San Benito Agrícola 生産フォームの説明 42 
81 2011 07/22  1 San Benito Agrícola  MMO 研修 27 
82 2009 09/26  1 Chilamatillo 自己啓発と組織作り 12 
83 2009 10/03  1 Chilamatillo 自己啓発と組織作り 19 
84 2009 10/10  1 Chilamatillo 自己啓発と組織作り 16 
85 2009 10/17  1 Chilamatillo 自己啓発と組織作り 13 
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86 2010 10/10 1 Chilamatillo 自己啓発と組織作り 23 
87 2010 04/17  1 Chilamatillo 自己啓発と組織作り 23 
88 2010 09/04  2 Chilamatillo 自己啓発と組織作り 50 
89 2010 09/11  1 Chilamatillo 自己啓発と組織作り 54 
90 2010 09/28  1 Chilamatillo 自己啓発と組織作り 23 
91 2011 08/24  1 Chilamatillo EPP の研修 15 
92 2009 10/04 1 Zambrano 自己啓発と組織作り 18 
93 2009 10/11  1 Zambrano 自己啓発と組織作り 17 
94 2009 10/18  1 Zambrano 自己啓発と組織作り 17 
95 2009 10/25  1 Zambrano 自己啓発と組織作り 16 
96 2010 04/21  1 Zambrano 自己啓発と組織作り 26 
97 2010 05/05  1 Zambrano 自己啓発と組織作り 23 
98 2010 09/19  1 Zambrano 自己啓発と組織作り 25 
99 2010 10/03  1 Zambrano 自己啓発と組織作り 35 
100 2010 10/10  2 Zambrano 自己啓発と組織作り 40 
101 2010 10/17  1 Zambrano 自己啓発と組織作り 29 
102 2010 10/24  1 Zambrano 自己啓発と組織作り 28 
103 2011 02/13  1 Zambrano 自己啓発と組織作り 25 
104 2011 02/20  1 Zambrano 自己啓発と組織作り 17 
105 2011 02/27  1 Zambrano 自己啓発と組織作り 20 
106 2009 10/17  1 Limixto 自己啓発と組織作り 31 
107 2009 10/24 1 Limixto 自己啓発と組織作り 26 
108 2009 10/31 1 Limixto 自己啓発と組織作り再研修 25 
109 2010 03/09  1 Limixto 自己啓発と組織作り 39 
110 2010 03/17  1 Limixto 自己啓発と組織作り 30 
111 2010 04/28  1 Limixto 自己啓発と組織作り 26 
112 2010 04/29  1 LImixto 自己啓発と組織作り 26 
113 2010 05/10  1 Limixto 自己啓発と組織作り 22 
114 2010 09/28  1 Limixto 自己啓発と組織作り 24 
115 2011 01/27  1 Limixto 針なしミツバチ養蜂 8 
116 2009 10/21 1 Jucuapa Centro 自己啓発と組織作り 30 
117 2009 11/10 1 Jucuapa Centro 自己啓発と組織作り 21 
118 2010 02/24  1 Jucuapa Centro 自己啓発と組織作り 30 
119 2010 04/06  1 Jucuapa Centro 自己啓発と組織作り 39 
120 2010 04/13 1 Jucuapa Centro 自己啓発と組織作り 29 
121 2010 06/29  1 Jucuapa Centro 自己啓発と組織作り 29 
122 2011 06/09-10  2 Jucuapa Centro  MMO 研修 16 
123 2010 02/19  1 Jucuapa Centro 自己啓発と組織作り 31 
124 2010 03/03  1 El Ocotal 自己啓発と組織作り 24 
125 2010 05/10  1 El Ocotal 自己啓発と組織作り 16 
126 2010 09/13  1 El Ocotal 自己啓発と組織作り 23 
127 2011 01/28    El Ocotal 針なしミツバチ養蜂 8 
128 2009 11/04  1 Ocotal 自己啓発と組織作り 26 
129 2009 11/25  1 Ocotal 自己啓発と組織作り 25 
130 2009 12/11  1 Ocotal 自己啓発と組織作り 20 
131 2010 02/09  1 Ocotal 自己啓発と組織作り 27 
132 2010 04/21 1 Ocotal 自己啓発と組織作り 27 
133 2010 04/28  1 Ocotal 自己啓発と組織作り 21 
134 2010 02/03-04 2 Nuestra Tierra 自己啓発と組織作り 36 
135 2010 06/01  1 Nuestra Tierra 自己啓発と組織作り 32 
136 2010 06/17  1 Nuestra Tierra 自己啓発と組織作り 33 
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137 2010 06/29  1 Nuestra Tierra 自己啓発と組織作り 27 
138 2010 07/06 1 Nuestra Tierra 自己啓発と組織作り 33 
139 2010 07/07  1 Nuestra Tierra 自己啓発と組織作り 25 
140 2010 07/13  1 Nuestra Tierra 自己啓発と組織作り 34 
141 2010 07/14  1 Nuestra Tierra 自己啓発と組織作り 25 
142 2010 07/20  1 Nuestra Tierra 自己啓発と組織作り 26 
143 2010 07/20  1 Nuestra Tierra 自己啓発と組織作り 15 
144 2010 08/14  1 Nuestra Tierra 修了証の贈呈 76 
145 2010 11/07 1 Nuestra Tierra コンピューター操作の研修 10 
146 2009 12/11  1 Jucuapa Occidental 自己啓発と組織作り 13 
147 2010 08/24   1 Managua 精神衛生の談話 26 
148 2010 07/27  1 Masatepe MMO ファシリテーター研修 7 
149 2012 06/12  1 Masatepe MMO 研修 21 
150 2010 10/12  1 APPINIC 自己啓発と組織作り 33 
151 2010 10/13  1 APPINIC 自己啓発と組織作り 28 
   174   3844 

 
3. プロジェクト対象地域外での MMO 研修 
No. 県／市 場所 対象 参加人数 

1 Managua Hogar Zacaría Guerra  教員 25 
Centro Juvenil Don Bosco  教員 20 

2 Masaya, Granada, 
Rivas y Carazo 

Masaya INTA 技術普及員及び PCaC 78 

3 Chinandega  Comunidad El Manzano 組合メンバー及びリーダー 15 
4 Chontales  Comalapa 住民 20 
5 Matagalpa Matagalpa UNAG 31 
6 Ciudad Darío-Dulce Nombre PCaC 24 
7 San Dionisio 市役所職員 40 
8 マルチセクターの組合 28 
9 El Carrizal- San Dionisio 市役所及び住民 44 
10 Rancho Grande  コミュニティのプロモーター 20 
11 Jucuapa Centro コミュニティのリーダー 25 
12 Comunidad Jamaiqui en San Ramón コミュニティの若者のリーダー 24 
13 Comunidad Ojo de agua UNAG のプロモーター 15 
14 La Cañada- San Dionisio 住民 44 
15 Tipitapa  Comunidad  UNAG のリーダー 16 
16 Jinotega La Fundadora PCaC 70 
17 RAAS Comunidad Los Ángeles- Nueva Guinea 組合 25 
18 RAAN Puerto Cabezas  大学の教員 45 
  合計     609 
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種類 テーマ タイトル 

調査報告 MMO ファシリテーターの技術レベル調査 

住民のテーマに対する興味調査 

研修を通しての変容とインパクトの調査 

DPC 参加型農村調査結果：Campos Azules 

参加型農村調査結果：Nuevo Amanecer 

参加型農村調査結果: El Pochote 

参加型農村調査結果：El Arenal 

参加型農村調査結果：San Blas 

参加型農村調査結果：San Benito Agricola 

参加型農村調査結果：Chilamatillo 

参加型農村調査結果：Zambrano 

参加型農村調査結果：Limixto 

参加型農村調査結果：Jucuapa Centro 

参加型農村調査結果：Ocotal 

参加型農村調査結果：Nuestra Tierra 

ファシリテーターの技術レベル調査 

EPP マタガルパ穀物流通調査 

教材 MMO アリアンサ・コミュニタリアの自己啓発と組織作り手法(Metodología 

de Motivación y Organización de Alianza Comunitaria) 

自己啓発と組織作り手法のワークショップ(Taller de Capacitación 

Metodologías de Motivación y Organización) 

アリアンサ・コミュニタリアのカルタ 

DPC 参加型農村調査ガイドライン(Guía para Diagnostico Participativo 

Comunitario) 

EPP 問題解決プロジェクトの形成のガイドライン(Guía de Elaboración de 

Perfil de Proyecto) 

SWOT によるプロジェクト形成の分析マニュアル(Manual de 

Análisis de Perfiles de Proyectos a través del FODA) 
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